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Jトラスト
当レポートは、掲載企業のご依頼により株式会社シェアードリサーチが作成したもので

す。投資家用の各企業の『取扱説明書』を提供することを目的としています。正確で客観

性・中立性を重視した分析を行うべく、弊社ではあらゆる努力を尽くしています。中立的

でない見解の場合は、その見解の出所を常に明示します。例えば、経営側により示された

見解は常に企業の見解として、弊社による見解は弊社見解として提示されます。弊社の目

的は情報を提供することであり、何かについて説得したり影響を与えたりする意図は持ち

合わせておりません。ご意見等がございましたら、sr_inquiries@sharedresearch.jp までメ

ールをお寄せください。
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要約
同社は、アジア圏で銀行事業やファイナンス事業を営む金融グループ会社である。2009年以降に国内消費者金融会

社、クレジットカード会社などを買収し事業を拡大、国内で培った金融ノウハウを背景に2012年には韓国で貯蓄銀行

業を開始した。2019年までに韓国のファイナンス会社、貯蓄銀行、インドネシアの商業銀行、カンボジアの商業銀行

を買収した。2022年12月期の営業収益は82,419百万円、営業利益は14,399百万円。事業構造は日本金融事業（連結調

整前営業収益構成比14.2％、利益構成比23.9％）、韓国及びモンゴル金融事業（同46.3％、同87.9％）、東南アジア金

融事業（同35.1％、同0.4％）、投資事業（同0.3％、損失につき非表示）、その他（同4.2％、同1.2％）である。

日本金融事業では、2015年3月期まで消費者金融事業、クレジットカード事業、保証事業、サービサー（債権回収）事

業の成長を図った。2016年3月期以降は消費者向け無担保ローン事業から実質的に撤退、消費者・事業者向け保証事業

（主体は連結子会社の株式会社日本保証）、サービサー事業（同 パルティール債権回収株式会社）の拡大を進め、安

定的に利益を計上している。2022年12月期（2019年に決算期変更）には、HSホールディングス株式会社（東証STD

8699）よりエイチ・エス証券株式会社（現  Jトラストグローバル証券株式会社、以下JTG証券）の全株式を取得し証券

業に参入した。また、Nexus Bank株式会社との間で株式交換を行いNexus Card株式会社を連結子会社化した。

韓国及びモンゴル金融事業は、ほぼ韓国における貯蓄銀行業、債権回収業からなる。2009年に韓国で消費者金融事業

を開始。2012年に韓国の貯蓄銀行の許可を取得し貯蓄銀行業に参入、JT親愛貯蓄銀行（主に個人や自営業者向けの無担

保および有担保ローン、企業向けの事業資金融資などを行う銀行業）を設立（2020年12月期に事業再構築のため売

却）した。2013年3月期から2015年3月期までM&Aを中心に貯蓄銀行業の貸付残高を拡大した。2015年に取得したJT貯

蓄銀行に、2022年4月に同社グループに戻ってきたJT親愛貯蓄銀行が加わり、再び2貯蓄銀行体制となった。2貯蓄銀行

合算の総資産は韓国貯蓄銀行業界第7位に相当する（2022年9月現在）。

東南アジア金融事業においては、2014年11月にインドネシアのムティアラ銀行（現Jトラスト銀行インドネシア）を買

収した。2019年3月期に不良債権を一括処理するため引当金を積み増した。また、良質なポートフォリオへの入替を行

っているほか貸出・審査プロセスを刷新した。2019年8月にカンボジアの商業銀行（ANZ Royal Bank (Cambodia) Ltd.）

を連結子会社（Jトラストロイヤル銀行に商号変更）とした。2022年12月期には、Ｊトラスト銀行インドネシアは通期

での黒字転換を果たした。

2020年12月期以降、同社は事業再構築に取り組んだ。2022年12月期には東南アジア金融事業が黒字転換、韓国金融事

業が再び2貯蓄銀行体制となった。2022年2月には、HSホールディングス株式会社（東証STD 8699）からエイチ・エス

証券株式会社（現  JTG証券株式会社）の発行済株式のすべてを取得し子会社化したことで、日本金融事業が強化され

た。加えて、2023年2月に株式会社ミライノベート（分譲マンションの開発・販売が主軸、再生可能エネルギー事業な

どを展開）を経営統合し不動産事業（その他事業）が強化されるに至った。

業績動向
2022年12月期通期実績は、営業収益82,419百万円（前期比94.7％増、過去最高）、営業利益14,399百万円（同173.7％

増、過去最高）、税引前利益16,995百万円（同188.1％増）、親会社の所有者に帰属する当期純利益12,632百万円（同

10倍超）となった。営業利益の増益要因は、日本金融事業が同657百万円減、韓国及びモンゴル金融事業が同11,229百

万円増（JT親愛貯蓄銀行の子会社化が寄与、負ののれん益）、東南アジア金融事業が同6,430百万円の損失改善（黒字

転換）、投資事業が同7,650百万円減（シンガポールでの訴訟判決の影響が剥落）、その他の事業が同228百万円減、

調整額が同195百万円増、全社費用が同180百万円増となったことによる。

2023年12月期の通期会社予想（2023年8月8日付上方修正）は、営業収益118,000百万円（前期比43.2％増）、営業利

益10,500百万円（同27.1％減）、税引前利益12,500百万円（同26.4％減）、親会社の所有者に帰属する当期純利益

16,500百万円（同30.6％増）である。2023年8月現在、東南アジア事業においては、銀行業の貸出残高増と貸出金利の

引き上げ効果により利息収益が期初予想を上回って推移している模様である。また、同社は、韓国及びモンゴル金融

事業の貯蓄銀行事業における預金金利上昇による損失発生は、期初想定ほどではないとしている。なお、JTG証券につ

いては通期業績予想に含めていない。

同社の強みと弱み
強み

1. 日本・韓国における事業経験をもとにアジアで先行的な事業展開を行っていること

2. 韓国・東南アジアにおける銀行業の相対的に高い預貸スプレッド

3. 買収の能力
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弱み

1. 金融規制の影響を受けやすいこと

2. 韓国における2貯蓄銀行の預金調達が定期性預金に依っているために、急激な金利上昇によって一時的に業績が

圧迫されやすいこと

3. 事業の急拡大によって人材不足に陥りやすいこと
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主要経営指標の推移

出所：会社データよりSR社作成

*2018年3月期よりIFRS基準を採用している。

*前期比が1,000%を超える場合は-と記載している。

*2019年12月期は決算期変更に伴う9ヶ月間（2019年4-12月）。

*2019年3月期：税引前利益までの数値は、非継続事業 （ハイライツ ・エンタテインメント）を除く 。

*2019年12月期：税引前利益までの数値は、非継続事業 （キーノート（現グローベルス）、 J トラストカード（現Nexus Card）、 JT 親愛貯蓄銀行、 JT 貯蓄銀行、

キーホルダー（子会社含む））を除く。オルファスの株式交換に係る暫定的な会計処理の確定による遡及修正を反映。

*2020年12月期：税引前利益までの数値は、非継続事業（キーノート（現グローベルス）、 J トラストカード（現Nexus Card）、 JT 親愛貯蓄銀行 、キーホルダー

子会社含む））を除く数値。JT貯蓄銀行 について 、株式譲渡を延期したことにより継続事業としたため、税引前利益までの数値について継続事業への、さらに JT

キャピタル（現 Aキャピタル）について2021年12月期第3四半期に株式譲渡が完了したことにより非継続事業への遡及修正を反映。

損益計算書 17年3月期 18年3月期 19年3月期 19年12月期 20年12月期 21年12月期 22年12月期 23年12月期
（百万円） IFRS基準 IFRS基準 IFRS基準 IFRS基準 IFRS基準 IFRS基準 IFRS基準 会予

営業収益 66,453 74,321 74,935 24,728 32,652 42,325 82,419 118,000
前年比 - 11.8% 0.8% - - 7.5% 94.7% 43.2%
営業利益又は営業損失 606 4,759 -32,600 -5,130 -4,752 5,260 14,399 10,500
前年比 - 684.7% - - - - 173.7% -27.1%
営業利益率 0.9% 6.4% - - - 12.4% 17.5% 8.9%
税引前利益又は税引前損失 -433 2,898 -31,135 -5,526 -2,978 5,899 16,995 12,500
前年比 - - - - - - 188.1% -26.4%
税引前利益率 - 3.9% - - - 13.9% 20.6% 10.6%
親会社の所有者に帰属する


当期利益又は当期損失
-1,270 -731 -36,107 -3,260 -5,342 1,123 12,632 16,500

前年比 - - - - - - - 30.6%
当期利益率 - - - - - 2.7% 15.3% 14.0%
一株当たりデータ（円、株式分割調
整後）

期末発行済株式数（千株） 112,537 112,597 115,470 115,470 115,470 115,470 126,338 -
EPS -11.9 -7.1 -349.7 -30.8 -50.5 10.6 110.8 120.2
EPS （潜在株式調整後） -11.9 -7.1 -349.7 -30.8 -50.5 10.6 110.8 -
DPS 12.0 12.0 7.0 1.0 - 1.0 10.0 14.0
BPS 1,459.9 1,401.6 984.0 944.3 865.2 903.7 1,004.6 -
貸借対照表　（百万円）

現金及び現金同等物 80,666 84,723 87,150 81,913 60,593 74,648 131,960 -
営業債権及びその他の債権 78,416 92,723 106,735 113,942 87,599 44,345 50,226 -
銀行業における有価証券 30,459 37,159 46,599 52,805 14,176 40,471 94,740 -
銀行業における貸出金 311,480 343,400 326,234 370,174 118,159 338,593 680,949 -
営業投資有価証券 21,494 3,242 2,855 1,895 505 274 305 -
その他の金融資産 38,066 46,300 33,416 40,893 18,451 28,554 54,018 -
棚卸資産 6,848 6,937 6,742 7,285 42 1,358 4,120 -
有形固定資産 5,622 3,028 5,119 9,871 6,032 7,708 10,592 -
のれん 32,140 29,578 33,508 35,901 28,290 30,260 30,839 -
資産合計 619,865 656,961 668,377 731,384 530,462 610,631 1,115,943 -
営業債務及びその他の債務 8,110 9,811 14,613 16,137 14,888 14,657 13,856 -
銀行業における預金 364,462 403,509 437,010 483,402 184,239 437,755 864,547 -
売買目的で保有する資産に直接関連
する負債

- - - - 141,109 - - -

社債及び借入金 72,139 78,727 86,002 85,105 67,803 26,939 39,749 -
その他の金融負債 8,182 5,272 13,383 19,911 9,425 11,837 23,895 -
負債合計 463,952 506,184 557,650 612,478 428,004 502,685 983,593 -
親会社の所有者に帰属する持分合計 150,284 144,366 104,173 99,977 91,599 95,670 117,268 -
非支配持分 5,628 6,409 6,554 18,928 10,858 12,275 15,081 -
資本合計 155,913 150,776 110,727 118,905 102,458 107,945 132,349 -
有利子負債（短期及び長期） 72,139 78,727 86,002 85,105 67,803 26,939 39,749 -
キャッシュフロー計算書 （百万
円）

営業活動によるキャッシュフロー -12,413 4,581 18,831 -20,829 6,813 15,408 49,518 -
投資活動によるキャッシュフロー -4,468 -7,603 -15,190 15,431 -8,422 -10,002 -9,121 -
財務活動によるキャッシュフロー 10,612 7,798 -525 18 -8,638 -6,129 7,289 -
財務指標

資産合計税前利益率 - 0.4% - - - 1.0% 2.0% -
親会社所有者帰属持分当期利益率 - - - - - 1.2% 11.9% -
親会社所有者帰属持分比率 24.2% 22.0% 15.6% 13.7% 17.3% 15.7% 10.5% -
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直近更新内容
特定子会社（PT JTRUST OLYMPINDO MULTI FINANCE）の株式

譲渡完了について発表

2023年10月31日

Ｊトラスト株式会社は、2023年10月31日、同社子会社JTRUST ASIA PTE.LTD.が保有するPT JTRUST OLYMPINDO MULTI

FINANCE（以下JTO）の全株式譲渡が完了したと発表した。本件株式譲渡は、必要なインドネシア金融庁（OJK）の承

認が得られたことで完了した。株式譲渡実行日は2023年10月31日である。

（リリースはこちら）

同社では、本件株式譲渡が同社連結業績に与える影響についてプラスの影響があるものと予想している。本件株式譲

渡の価格がクロージング時の純資産を上回る価格となるよう設定されており、また、クロージング時には、非継続事

業に分類され、JTOの累積赤字が営業利益より除外されるためである。

株式会社ガイア及びそのグループ会社の再建支援に係る基本合意

書締結について発表

2023年10月30日

Jトラスト株式会社は、2023年10月30日、株式会社ガイア（全国チェーンのパチンコホールを展開）との間で、ガイア

及び同グループの再建支援を目的とする基本合意書を締結することを決議した。ガイア及び同グループの計7社は、

2023年10月30日、東京地方裁判所に民事再生手続きの開始申立てを行っており、自力での事業継続が困難な状況とな

っている。同社は、ガイア及びガイアグループに対し、DIPファイナンスを供与しつつ事業再建に携わる。同社業績予

想への影響は、現在精査中である。

（リリースはこちら）

株式会社ガイアの概要

事業内容：遊技場運営

売上高：189,543百万円

営業利益：1,846百万円

当期純損失：6,575百万円

総資産：86,746百万円

純資産：1,651百万円

グループ会社：①トポスエンタープライズ、②ガイア・ビルド、➂ジャバ、④ユナイテッドエージェンシー、

⑤MG、⑥MG建設、➆ガイア店舗管理、⑧ワンフォワード（ガイア及び①～⑥の計7社が民事再生手続きの開始

を申立て）

連結子会社からの剰余金の配当に関して発表

2023年10月3日

Jトラスト株式会社は、2023年10月3日、連結子会社である株式会社日本保証から剰余金の配当金を受領したと発表し

た。概要は以下である。

（リリースへのリンクはこちら）

配当金の概要

配当金額：4,000百万円

受領日：2023年10月2日

業績への影響

2023年12月期の単体決算において、上記受取配当金を営業収益に計上する。

連結子会社からの配当であるため、2023年12月期の連結業績に与える影響はない。

https://media.jt-corp.co.jp/wp/wp-content/uploads/2023/11/01010028/2023103101.pdf
https://media.jt-corp.co.jp/wp/wp-content/uploads/2023/10/31043055/2023103001.pdf
https://media.jt-corp.co.jp/wp/wp-content/uploads/2023/10/04012100/2023100301.pdf
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固定資産の譲渡及びその他の収益の計上に関して発表

2023年9月20日

Jトラスト株式会社は、2023年9月20日、固定資産の譲渡を行うことを決議し、2023年12月期第3四半期連結会計期間

において固定資産売却益を計上する見込みとなったと発表した。

（リリースへのリンクはこちら）

固定資産譲渡の理由：経営資源の有効活用と財務体質の強化を図るため。

固定資産の概要：東京港区北青山三丁目土地建物（遊休不動産）

譲渡先：GMOアセットマネジメント株式会社（不動産業）

譲渡損益：1,421百万円（固定資産売却益）

譲渡予定日：2023年9月29日

業績への影響：売却益1,421百万円は、当第3四半期会計期間において、その他の収益に計上する予定。

https://media.jt-corp.co.jp/wp/wp-content/uploads/2023/09/21010107/2023092001.pdf
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業績動向
四半期業績動向

出所：会社データよりSR社作成

*2020年12月期：税引前利益までの数値は、非継続事業（キーノート（現グローベルス）、 J トラストカード（現Nexus Card）、 JT 親愛貯蓄銀行 、キーホルダー

子会社含む））を除く数値。JT貯蓄銀行について 、株式譲渡を延期したことにより継続事業としたため、税引前利益までの数値について継続事業への、さらに JT

キャピタル（現 Aキャピタル）について2021年12月期第3四半期に株式譲渡が完了したことにより非継続事業への遡及修正を反映。

セグメント別業績（累計期間）

四半期業績推移（累計） 21年12月期 22年12月期 23年12月期 23年12月期
（百万円） 1Q 1-2Q 1-3Q 1-4Q 1Q 1-2Q 1-3Q 1-4Q 1Q 1-2Q 1-3Q （進捗率） 修正通期会予

営業収益 9,865 20,409 30,624 42,325 12,351 33,687 56,982 82,419 26,088 53,649 84,577 71.7% 118,000
前年比 - - - - 25.2% 65.1% 86.1% 94.7% 111.2% 59.3% 48.4% 43.2%
営業費用 4,859 10,341 15,298 23,017 5,342 17,232 29,716 46,099 17,780 36,742 57,291
前年比 - - - - 9.9% 66.6% 94.2% 100.3% 232.8% 113.2% 92.8%
営業費用率 49.3% 50.7% 50.0% 54.4% 43.3% 51.2% 52.1% 55.9% 68.2% 68.5% 67.7%
販売費及び一般管理費 5,214 10,313 15,935 21,560 5,146 13,178 22,178 31,075 8,497 17,845 27,205
前年比 - - - - -1.3% 27.8% 39.2% 44.1% 65.1% 35.4% 22.7%
営業収益販管費比率 52.9% 50.5% 52.0% 50.9% 41.7% 39.1% 38.9% 37.7% 32.6% 33.3% 32.2%
その他の収益 4,507 7,341 8,635 8,731 229 10,097 10,533 10,488 9,519 9,607 11,141
前年比 - - - - -94.9% 37.5% 22.0% 20.1% - -4.9% 5.8%
その他の費用 33 34 197 1,218 93 198 674 1,332 36 62 88
前年比 - - - - 181.8% 482.4% 242.1% 9.4% -61.3% -68.7% -86.9%
営業利益 4,266 7,060 7,827 5,260 1,997 13,175 14,946 14,399 9,294 8,605 11,134 106.0% 10,500
前年比 - - - - -53.2% 86.6% 91.0% 173.7% 365.4% -34.7% -25.5% -27.1%
営業利益率 43.2% 34.6% 25.6% 12.4% 16.2% 39.1% 26.2% 17.5% 35.6% 16.0% 13.2% 8.9%
金融収益 1,579 1,160 1,635 3,020 2,304 2,926 3,180 2,663 452 1,493 1,795
前年比 - - - - 45.9% 152.2% 94.5% -11.8% -80.4% -49.0% -43.6%
金融費用 77 862 1,095 2,728 470 516 568 611 76 174 290
前年比 - - - - 510.4% -40.1% -48.1% -77.6% -83.8% -66.3% -48.9%
持分法による投資利益 314 113 -7 347 218 370 478 544 302 359 459
前年比 - - - - -30.6% 227.4% - 56.8% 38.5% -3.0% -4.0%
税引前利益 6,082 7,472 8,360 5,899 4,050 15,956 18,036 16,995 9,972 10,284 13,099 104.8% 12,500
前年比 - - - - -33.4% 113.5% 115.7% 188.1% 146.2% -35.5% -27.4% -26.4%
税引前利益率 61.7% 36.6% 27.3% 13.9% 32.8% 47.4% 31.7% 20.6% 38.2% 19.2% 15.5% 10.6%
継続事業からの四半期純利益 2,707 3,709 4,877 3,587 3,745 13,448 14,803 13,441 9,334 16,047 18,589
前年比 - - - - 38.3% 262.6% 203.5% 274.7% 149.2% 19.3% 25.6%
非継続事業からの四半期純利益 100 73 -2,646 -2,646 - -18 -18 -18 -72 94 96
前年比 - - - - - - - - - - -
親会社の所有者に帰属する四半期利益 2,829 3,894 2,405 1,123 3,683 13,064 14,259 12,632 9,124 16,031 18,340 111.2% 16,500
前年比 - - - - 30.2% 235.5% 492.9% - 147.7% 22.7% 28.6% 30.6%
四半期利益率 28.7% 19.1% 7.9% 2.7% 29.8% 38.8% 25.0% 15.3% 35.0% 29.9% 21.7% 14.0%
四半期業績推移（四半期） 21年12月期 22年12月期 23年12月期
（百万円） 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q
営業収益 9,865 10,544 10,215 11,701 12,351 21,336 23,295 25,437 26,088 27,561 30,928
前年比 - - - - 25.2% 102.4% 128.0% 117.4% 111.2% 29.2% 32.8%
営業費用 4,859 5,482 4,957 7,719 5,342 11,890 12,484 16,383 17,780 18,962 20,549
前年比 - - - - 9.9% 116.9% 151.8% 112.2% 232.8% 59.5% 64.6%
営業費用率 49.3% 52.0% 48.5% 66.0% 43.3% 55.7% 53.6% 64.4% 68.2% 68.8% 66.4%
販売費及び一般管理費 5,214 5,099 5,622 5,625 5,146 8,032 9,000 8,897 8,497 9,348 9,360
前年比 - - - - -1.3% 57.5% 60.1% 58.2% 65.1% 16.4% 4.0%
営業収益販管費比率 52.9% 48.4% 55.0% 48.1% 41.7% 37.6% 38.6% 35.0% 32.6% 33.9% 30.3%
その他の収益 4,507 2,834 1,294 96 229 9,868 436 -45 9,519 88 1,534
前年比 - - - - -94.9% 248.2% -66.3% - - -99.1% 251.8%
その他の費用 33 1 163 1,021 93 105 476 658 36 26 26
前年比 - - - - 181.8% - 192.0% -35.6% -61.3% -75.2% -94.5%
営業利益 4,266 2,794 767 -2,567 1,997 11,178 1,771 -547 9,294 -689 2,529
前年比 - - - - -53.2% 300.1% 130.9% - 365.4% - 42.8%
営業利益率 43.2% 26.5% 7.5% - 16.2% 52.4% 7.6% - 35.6% - 8.2%
前年比 - - - - -56.7% -47.8% 130.9% - - - 42.8%

金融収益 1,579 -419 475 1,385 2,304 622 254 -517 452 1,041 302
前年比 - - - - 45.9% - -46.5% - -80.4% 67.4% 18.9%
金融費用 77 785 233 1,633 470 46 52 43 76 98 116
前年比 - - - - 510.4% -94.1% -77.7% -97.4% -83.8% 113.0% 123.1%
持分法による投資利益 314 -201 -120 354 218 152 108 66 302 57 100
前年比 - - - - -30.6% - - -81.4% 38.5% -62.5% -7.4%
税引前利益 6,082 1,390 888 -2,461 4,050 11,906 2,080 -1,041 9,972 312 2,815
前年比 - - - - -33.4% 756.5% 134.2% - 146.2% -97.4% 35.3%
税引前利益率 61.7% 13.2% 8.7% - 32.8% 55.8% 8.9% - 38.2% 1.1% 9.1%
継続事業からの四半期純利益 2,707 1,002 1,168 -1,290 3,745 9,703 1,355 -1,362 9,334 6,713 2,542
前年比 - - - - 38.3% 868.4% 16.0% - 149.2% -30.8% 87.6%
非継続事業からの四半期純利益 100 -27 -2,719 - - -18 - - -72 166 2
前年比 - - - - - - - - - - -
親会社の所有者に帰属する四半期利益 2,829 1,065 -1,489 -1,282 3,683 9,381 1,195 -1,627 9,124 6,907 2,309
前年比 - - - - 30.2% 780.8% - - 147.7% -26.4% 93.2%
四半期利益率 28.7% 10.1% - - 29.8% 44.0% 5.1% - 35.0% 25.1% 7.5%

セグメント別（累計） 21年12月期 22年12月期 23年12月期
（百万円） 1Q 1-2Q 1-3Q 1-4Q 1Q 1-2Q 1-3Q 1-4Q 1Q 1-2Q 1-3Q
営業収益 9,865 20,409 30,624 42,325 12,351 33,687 56,982 82,419 26,136 53,649 84,577
前年比 - - - - 25.2% 65.1% 86.1% 94.7% 111.6% 59.3% 48.4%
連結調整前営業収益 9,982 20,674 31,044 42,906 12,527 34,054 57,509 83,088 26,259 53,973 85,019
日本金融事業 2,195 4,640 6,854 9,781 2,158 5,211 8,391 11,774 3,053 6,820 10,246
前年比 - - - - -1.7% 12.3% 22.4% 20.4% 41.5% 30.9% 22.1%
構成比 22.0% 22.4% 22.1% 22.8% 17.2% 15.3% 14.6% 14.2% 11.6% 12.6% 12.1%

韓国及びモンゴル金融事業 3,633 7,492 11,051 14,806 4,220 15,451 27,108 38,451 11,261 22,882 35,674
前年比 - - - - 16.2% 106.2% 145.3% 159.7% 166.8% 48.1% 31.6%
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セグメント別業績（会計期間）

構成比 36.4% 36.2% 35.6% 34.5% 33.7% 45.4% 47.1% 46.3% 42.9% 42.4% 42.0%
東南アジア金融事業 3,820 7,752 12,074 16,797 5,777 12,507 20,526 29,173 8,293 17,575 27,647

前年比 - - - - 51.2% 61.3% 70.0% 73.7% 43.6% 40.5% 34.7%
構成比 38.3% 37.5% 38.9% 39.1% 46.1% 36.7% 35.7% 35.1% 31.6% 32.6% 32.5%

不動産事業 154 461 879 3,424 6,300 10,908
前年比 - - - - - - - - - - -
構成比 - - - - 1.2% 1.4% 1.5% 13.0% 11.7% 12.8%

投資事業 188 427 568 642 75 162 209 226 92 104 120
前年比 - - - - -60.1% -62.1% -63.2% -64.8% 22.7% -35.8% -42.6%
構成比 1.9% 2.1% 1.8% 1.5% 0.6% 0.5% 0.4% 0.3% 0.4% 0.2% 0.1%

その他 145 361 496 878 142 261 395 3,463 136 289 421
前年比 - - - - -2.1% -27.7% -20.4% 294.4% -4.2% 10.7% 6.6%
構成比 1.5% 1.7% 1.6% 2.0% 1.1% 0.8% 0.7% 4.2% 0.5% 0.5% 0.5%

調整額 -117 -265 -420 -581 -176 -367 -527 -669 -123 -324 -442
営業利益 4,266 7,060 7,827 5,260 1,997 13,175 14,946 14,399 9,293 8,605 11,134

前年比 - - - - -53.2% 86.6% 91.0% 173.7% 365.3% -34.7% -25.5%
営業利益率 43.2% - - - 16.2% 39.1% 26.2% 17.5% 35.6% 16.0% 13.2%
連結調整前営業利益 4,611 7,786 9,459 7,302 2,362 14,123 16,658 16,426 10,144 10,108 11,532
負ののれん控除後営業利益 4,266 7,060 7,827 5,260 1,904 5,505 7,276 4,531 -35 -723 1,806
日本金融事業 1,188 2,430 3,629 4,588 1,183 2,097 3,303 3,931 879 2,271 3,469

前年比 - - - - -0.4% -13.7% -9.0% -14.3% -25.7% 8.3% 5.0%
構成比 25.8% 31.2% 38.4% 62.8% 50.1% 14.8% 19.8% 23.9% 8.7% 22.5% 30.1%
セグメント利益率 54.1% 52.4% 52.9% 46.9% 54.8% 40.2% 39.4% 33.4% 28.8% 33.3% 33.9%

韓国及びモンゴル金融事業 1,044 2,089 2,804 3,208 1,175 12,467 14,127 14,437 -578 -1,196 -1,652
前年比 - - - - 12.5% 496.8% 403.8% 350.0% - - -
構成比 22.6% 26.8% 29.6% 43.9% 49.7% 88.3% 84.8% 87.9% - - -
セグメント利益率 28.7% 27.9% 25.4% 21.7% 27.8% 80.7% 52.1% 37.5% - - -

東南アジア金融事業 -521 -2,084 -2,981 -6,372 508 238 738 58 719 620 1,225
前年比 - - - - - - - - 41.5% 160.5% 66.0%
構成比 - - - - 21.5% 1.7% 4.4% 0.4% 7.1% 6.1% 10.6%
セグメント利益率 - - - - 8.8% 1.9% 3.6% 0.2% 8.7% 3.5% 4.4%

不動産事業 -37 -45 -66 9,270 9,308 10,096
前年比 - - - - - -
構成比 - - - 91.4% 92.1% 87.5%
セグメント利益率 - - - 270.7% 147.7% 92.6%

投資事業 3,038 5,390 6,028 5,445 -422 -655 -1,575 -2,205 -204 -960 -1,583
前年比 - - - - - - - - - - -
構成比 65.9% 69.2% 63.7% 74.6% - - - - - - -
セグメント利益率 1616.0% 1262.3% 1061.3% 848.1% - - - - - - -

その他 -138 -40 -22 430 10 20 131 202 56 65 -22
前年比 - - - - - - - -53.0% 460.0% 225.0% -
構成比 - - - 5.9% 0.4% 0.1% 0.8% 1.2% 0.6% 0.6% -
セグメント利益率 - - - 49.0% 7.0% 7.7% 33.2% 5.8% 41.2% 22.5% -

調整額 161 272 255 60 70 159 249 255 38 40 1,629
連結 4,772 8,058 9,714 7,362 2,432 14,282 16,907 16,681 10,182 10,148 13,161
全社費用 -506 -997 -1,886 -2,101 -490 -1,106 -1,961 -2,281 -888 -1,542 -2,027

セグメント別（会計） 21年12月期 22年12月期 23年12月期
（百万円） 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q
営業収益 9,865 10,544 10,215 11,701 12,351 21,336 23,295 25,437 26,136 27,513 30,928
前年比 - - - - 25.2% 102.4% 128.0% 117.4% 111.6% 29.0% 32.8%
連結調整前営業収益 9,982 10,692 10,370 11,862 12,527 21,527 23,455 25,579 26,259 27,714 31,046
日本金融事業 2,195 2,445 2,214 2,927 2,158 3,053 3,180 3,383 3,053 3,767 3,426
前年比 - - - - -1.7% 24.9% 43.6% 15.6% 41.5% 23.4% 7.7%
構成比 22.0% 22.9% 21.4% 24.7% 17.2% 14.2% 13.6% 13.2% 11.6% 13.6% 11.0%
韓国及びモンゴル金融事業 3,633 3,859 3,559 3,755 4,220 11,231 11,657 11,343 11,261 11,621 12,792
前年比 - - - - 16.2% 191.0% 227.5% 202.1% 166.8% 3.5% 9.7%
構成比 36.4% 36.1% 34.3% 31.7% 33.7% 52.2% 49.7% 44.3% 42.9% 41.9% 41.2%
東南アジア金融事業 3,820 3,932 4,322 4,723 5,777 6,730 8,019 8,647 8,293 9,282 10,072
前年比 - - - - 51.2% 71.2% 85.5% 83.1% 43.6% 37.9% 25.6%
構成比 38.3% 36.8% 41.7% 39.8% 46.1% 31.3% 34.2% 33.8% 31.6% 33.5% 32.4%
不動産事業 154 307 418 3,424 2,876 4,608
前年比 - - - - 836.8% -
構成比 1.2% 1.4% 1.8% 13.0% 10.4% 14.8%
投資事業 188 239 141 74 75 87 47 17 92 12 16
前年比 - - - - -60.1% -63.6% -66.7% -77.0% 22.7% -86.2% -66.0%
構成比 1.9% 2.2% 1.4% 0.6% 0.6% 0.4% 0.2% 0.1% 0.4% 0.0% 0.1%
その他 145 216 135 382 142 119 134 3,068 136 153 132
前年比 - - - - -2.1% -44.9% -0.7% 703.1% -4.2% 28.6% -1.5%
構成比 1.5% 2.0% 1.3% 3.2% 1.1% 0.6% 0.6% 12.0% 0.5% 0.6% 0.4%
調整額 -117 -148 -155 -161 -176 -191 -160 -142 -123 -201 -118

営業利益 4,266 2,794 767 -2,567 1,997 11,178 1,771 -547 9,293 -688 2,529
前年比 - - - - -53.2% 300.1% 130.9% - 365.3% - 42.8%
営業利益率 43.2% - - - 16.2% 52.4% 7.6% - 35.6% - 8.2%
連結調整前営業利益 4,611 3,175 1,673 -2,157 2,362 11,761 2,535 -232 10,144 -36 1,424
負ののれん控除後営業利益 4,266 2,794 767 -2,567 1,904 3,601 1,771 -2,745 -35 -688 2,529
日本金融事業 1,188 1,242 1,199 959 1,183 914 1,206 628 879 1,392 1,198
前年比 - - - - -0.4% -26.4% 0.6% -34.5% -25.7% 52.3% -0.7%
構成比 25.8% 39.1% 71.7% - 50.1% 7.8% 47.6% - 8.7% - 84.1%
セグメント利益率 54.1% 50.8% 54.2% 32.8% 54.8% 29.9% 37.9% 18.6% 28.8% 37.0% 35.0%
韓国及びモンゴル金融事業 1,044 1,045 715 404 1,175 11,292 1,660 310 -578 -618 -456
前年比 - - - - 12.5% 980.6% 132.2% -23.3% - - -
構成比 22.6% 32.9% 42.7% - 49.7% 96.0% 65.5% - - - -
セグメント利益率 28.7% 27.1% 20.1% 10.8% 27.8% 100.5% 14.2% 2.7% - - -
東南アジア金融事業 -521 -1,563 -897 -3,391 508 -270 500 -680 719 -99 605
前年比 - - - - - - - - 41.5% - 21.0%
構成比 - - - - 21.5% - 19.7% - 7.1% - 42.5%
セグメント利益率 - - - - 8.8% - 6.2% - 8.7% - 6.0%
不動産事業 -37 -8 -21 9,270 38 788
前年比 - - - - - -
構成比 - - - 91.4% - 55.3%
セグメント利益率 - - - 270.7% 1.3% 17.1%
投資事業 3,038 2,352 638 -583 -422 -233 -920 -630 -204 -756 -623
前年比 - - - - - - - - - - -
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出所：会社データよりSR社作成


*2020年12月期：税引前利益までの数値は、非継続事業（キーノート（現グローベルス）、 J トラストカード（現Nexus Card）、 JT 親愛貯蓄銀行 、キーホルダー

子会社含む））を除く数値。JT貯蓄銀行について 、株式譲渡を延期したことにより継続事業としたため、税引前利益までの数値について継続事業への、さらに JT

キャピタル（現Aキャピタル）について2021年12月期第3四半期に株式譲渡が完了したことにより非継続事業への遡及修正を反映。

2023年12月期第3四半期累計期間業績

業績概要

営業収益：84,577百万円（前年同期比48.4％増）（修正通期予想に対する進捗率：71.7％）

営業利益：11,134百万円（同25.5％減）（同：106.0％）

親会社の所有者に帰属する四半期純利益：18,340百万円（同28.6％増）（同：111.2％）

2023年12月期第3四半期累計期間実績は、営業収益が84,577百万円（前年同期比48.4％増）、営業利益が11,134百万円

（同25.5％減）、税引前利益が13,099百万円（同27.4％減）、親会社の所有者に帰属する四半期純利益は18,340百万円

（同28.6％増）だった。営業利益は修正通期業績予想を上回り、2018年3月期にIFRSに移行して以来では、前第3四半

期累計期間に次いで過去2番目となった。また、負ののれん発生益を控除した営業利益でも黒字転換した。四半期純利

益は、Nexus Bankの吸収合併に伴い繰延税金負債6,548百万円を取り崩したこともあり、前年同期比28.6％増の18,340

百万円となった。

営業収益は前年同期比27,595百万円増（同48.4％増）の84,577百万円だった。増収幅27,595百万円の内訳は、日本金融

事業が同1,855百万円増（同22.1％増）、韓国及びモンゴル金融事業が同8,566百万円増（同31.6％増）、東南アジア金

融事業が同7,121百万円増（同34.7％増）、投資事業が同89百万円減（同42.6％減）、不動産事業が同10,029百万円増

などとなったことによる。日本金融事業の増収要因はJTG証券とNexus Cardの子会社化による。韓国及びモンゴル金融

事業では、2022年4月に取得したJT親愛貯蓄銀行が9カ月間寄与し増収となった。不動産事業では、2023年2月にミライ

ノベートを吸収合併したことに加えて、Jグランドの不動産販売収益が増加したことにより増収となった。

営業費用は同27,575百万円増（同92.8％増）となった。JT親愛貯蓄銀行、JTG証券、グローベルスの連結化で営業費用

や不動産の販売原価が増加した。また、韓国及び東南アジアの貯蓄銀行・銀行において、基準金利の高騰の影響により

預金利息費用が増加したことなどによる。また、韓国において貸倒引当金繰入額が増加した。

販売費及び一般管理費は前年同期比5,027百万円増（同22.7％増）の27,205百万円だった。JT親愛貯蓄銀行、JTG証券、

グローベルスの連結化により増加した。

その他の収益・費用は前年同期比1,195百万円増（同12.1％増）の11,053百万円だった。その他収益では、固定資産の譲

渡により売却益を計上したほか、吸収合併を行ったミライノベートの取得により負ののれん発生益（9,328百万円、当

第1四半期）を計上した。一方、前年同期に計上したJT親愛貯蓄銀行やJTG証券の株式取得により生じた負ののれん発生

益（9,868百万円）の反動減があった。

営業利益は前年同期比3,812百万円減（同25.5％減）の11,134百万円だった（負ののれん発生益控除後の営業利益は

1,806百万円と黒字転換）。減益要因をセグメント別にみると不動産事業が同10,162百万円増、日本金融事業が同166百

万円増、韓国及びモンゴル金融事業が同15,779百万円減、東南アジア金融事業が同487百万円増、投資事業が同8百万

円減、その他の事業が同153百万円減である。韓国及びモンゴル金融事業では、2022年12月期に計上した負ののれん発

生益9,719百万円が剥落した。同社想定よりも不良債権処理コストが膨らんでいるが、2023年9月には単月黒字化する

など回復の兆しも見えている。東南アジア金融事業では、J Trust Royal Bank Plc.（JTRB）における大型不良債権の回収が

進んだことが利益押し上げ要因となり、黒字幅が拡大した。

セグメント別

同社は、2023年2月に株式会社ミライノベート（分譲マンションの開発・販売が主軸、再生可能エネルギー事業などを

展開）を経営統合したことから、2023年12月期第1四半期より不動産・再生可能エネルギー事業としてセグメントを新

設した。しかし、ミライノベート傘下の合同会社5社が保有していた太陽光発電設備を売却したため、報告セグメント

の名称を当第2四半期連結会計期間より「不動産事業」に変更した。

構成比 65.9% 74.1% 38.1% - - - - - - - -
セグメント利益率 1616.0% 984.1% 452.5% - - - - - - - -

その他 -138 98 18 452 10 10 111 71 56 9 -87
前年比 - - - - - -89.8% 516.7% -84.3% 460.0% -10.0% -
構成比 - 3.1% 1.1% - 0.4% 0.1% 4.4% - 0.6% - -
セグメント利益率 - 45.4% 13.3% 118.3% 7.0% 8.4% 82.8% 2.3% 41.2% 5.9% -

調整額 161 111 -17 -195 70 89 90 6 38 2 1,589
連結 4,772 3,286 1,656 -2,352 2,432 11,850 2,625 -226 10,182 -34 3,013
全社費用 -506 -491 -889 -215 -490 -616 -855 -320 -888 -654 -485
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日本金融事業

営業収益：10,246百万円（前年同期比22.1％増）（通期予想に対する進捗率：84.9％）

営業利益：3,469百万円（同5.0％増）（同：60.2％）

日本金融事業では、日本保証を軸に信用保証事業及び債権回収事業（パルティール債権回収を含む）、クレジット・

信販業務（Nexus Card）、金融商品取引業務（JTG証券）を行っている。柱となるアパートローン保証に加え、不動産

担保ローン、クラウドファンディングの保証等、保証商品の多角化も進めている。2022年12月期第2四半期会計期間よ

り、JTG証券およびNexus Cardの業績が連結化された。

営業収益は、JTG証券やNexus Cardの子会社化（前期第2四半期会計期間）に伴い、証券業務やクレジット・信販業務

に係る手数料収益等が増加したことにより前年同期比1,855百万円増（同22.1％増）の10,246百万円となった。増収幅

の内訳は日本保証65百万円増、パルティール債権回収249百万円増、JTG証券906百万円増、Nexus Card735百万円増で

ある（以上、未監査）。

主力のアパートローンおよび有価証券担保ローンが好調に推移、保証残高が7四半期連続で増加し223,700百万円とな

った。また、期末時点の保証残高は期初予想228,000百万円を上回る見通しとなった。Nexus Cardでは、メンズ脱毛業

界シェアNo.1のメンズクリアからの取扱高が前年同期比6.3倍の9,100百万円となり年間10,000百万円の計画達成が射

程内に入った。割賦売掛金残高も前年同期比4.5倍の12,700百万円に拡大した。

営業利益は、JTG証券やNexus Cardの連結取込みにより手数料収益が増加したうえに、保証事業が安定的に推移したこ

とで収益が増加した一方、TVCMなど広告宣伝費をはじめとする営業費用、販売費や一般管理費が増加したことなどに

より同166百万円増（同5.0％増）の3,469百万円となった。なお、増益幅166百万円の主な内訳は日本保証が501百万円

増、パルティール債権回収が51百万円減、JTG証券が131百万円減、Nexus Cardは121百万円増である（以上、未監

査）。

韓国及びモンゴル金融事業

営業収益：35,674百万円（前年同期比31.6％増）（通期予想に対する進捗率：72.6％）

営業損失：1,652百万円（前年同期は営業利益14,127百万円）（通期の営業損失予想は240百万円）

韓国において、JT貯蓄銀行およびJT親愛貯蓄銀行（2022年12月期第2四半期会計期間より連結化）が貯蓄銀行業を、TA

資産管理株式会社が不良債権の買取及び回収業務を行っている。2行合算の総資産は韓国貯蓄銀行79行のうち第7位に

相当する規模である（2023年6月現在）。モンゴルにおいて、J Trust Credit NBFIが金融業務を行っている。

営業収益は前年同期比8,566百万円増（同31.6％増）の35,674百万円だった。増収額8,566百万円の内訳は、JT親愛貯蓄

銀行が同6,715百万円増、JT貯蓄銀行が同1,213百万円増、TA資産管理が同230百万円増（以上、未監査）である。JT親愛

貯蓄銀行が連結対象となったことから、貯蓄銀行業における利息収益が増加した。しかし、JT親愛貯蓄銀行の貸出残高

は戦略的に抑制運営としている。貸出残高が減少していることもあり、2023年9月末の90日以上延滞債権比率は8.68％

となった（前月比では低下、貸倒引当金を控除したネットNPLは2.64％）。一方、JT貯蓄銀行の貸出残高は2023年4月

に反転、同年9月末残高は231,500百万円となった。2023年9月末の90日以上延滞債権比率は5.58％（ネットNPLは

2.43％）だった。両貯蓄銀行では、預貸スプレッドの縮小が続いていたが、足下では拡大に転じている。

営業損益は前年同期比15,779百万円減の営業損失1,652百万円となった。減益幅15,779百万円の主な内訳は、JT貯蓄銀行

3,286百万円減、JT親愛貯蓄銀行が3,094百万円減、TA資産管理が440百万円増、負ののれん発生益が9,719百万円減（反

動減）である（以上、未監査）。貯蓄銀行事業においては、韓国での基準金利の引き上げに伴う預金金利の高騰に貸

付金利の引き上げが追い付かず、前第4四半期会計期間以降、利益成長にブレーキがかかった（JT親愛貯蓄銀行の連結

取込による預金残高増に伴う預金利息費用の増加もあった）。また、不良債権処理コスト（貸倒引当金（損失評価引

当金）繰入額）が増加した。貯蓄銀行における残高基準金利が高金利で推移したため、預金利息費用が増加したこと

や、貸倒引当金（損失評価引当金）繰入額が増加したこと等により営業損失となった。

両貯蓄銀行では、韓国銀行（韓国の中央銀行）による基準金利の引き上げが既に一段落し調達金利が低下傾向に転じ

たため、縮小が続いていた預貸スプレッドが拡大に転じた。1年前に集めた高金利の定期預金が順次満期を迎える。

2023年9月のセグメント損益が単月黒字になるなど、回復の兆しが見えてきている。

東南アジア金融事業

営業収益：27,647百万円（前年同期比34.7％増）（通期予想に対する進捗率：75.5％）

営業利益：1,225百万円（同66.0％増）（同：113.6％）
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インドネシアにおいて、主にJトラスト銀行インドネシア（PT Bank JTrust Indonesia Tbk.、以下 BJI）が銀行業務を、PT

JTRUST OLYMPINDO MULTI FINANCE（以下 OLYMPINDO、2023年10月31日に全株式を第三者へ譲渡）が農機具ローン

等のファイナンス業務を、PT JTRUST INVESTMENTS INDONESIA（ JTII）及びPT TURNAROUND ASSET INDONESIA

（TAID）が債権回収業務を行っている。また、カンボジアにおいて、J Trust Royal Bank Plc.（JTRB）が銀行業務を行って

いる。

営業収益は前年同期比7,121百万円増（同34.7％増）の27,647百万円となった。増収幅7,121百万円の内訳は、BJIが5,956

百万円増、JTRBが1,743百万円増、JTIIが129百万円減である（以上、未監査）。BJIにおける貸出金の増加に伴い利息収

益が増加したうえ、保有有価証券の増加等に伴い利息収益が増加した。

営業利益は前年同期比487百万円増（同66.0％増）の1,225百万円となった。増益幅487百万円の主な内訳は、BJIが58百

万円増、JTRBが253百万円増、JTIIが1,128百万円増、OLYMPINDOが同1,053百万円減である（以上、未監査）。銀行業

では、調達金利の上昇により預金利息費用が増加したものの、市場実勢に合わせて貸出金利を引き上げたことや大型

不良債権の回収に伴い貸倒引当金（損失評価引当金）繰入額が減少したことで前年同期比増益となった。

BJI（インドネシア）

BJIの営業収益は前年同期比5,956百万円増の17,050百万円、営業利益は同58百万円増の1,186百万円だった。

預金残高は2023年9月末時点で288,400百万円、うち8割程度が定期預金である。流動性預金の獲得により預金調達費

用の引下げを図っている。2023年9月現在の預金調達コストは5.44％と、インドネシアの政策金利6.00％を下回る水準

で推移している。

一方、貸出は国営企業や財閥企業など大企業向け貸出戦略が奏功し好調に推移している。貸出残高は2023年9月末で

228,900百万円（前年同期比34.0％増）と過去最高となった。同行の貸出業務については、2020年1月以降、経営体制

を刷新しリスクマネジメントを強化、2021年第4四半期会計期間以降、貸出ポートフォリオの入替が進んだ。厳格な審

査体制を維持しつつ、積極的に貸出増強策を推進している。債権の不良化抑制と回収により不良債権金額の削減に加

え、全貸出残高の増加もあり不良債権比率（グロス）は1.5％（2023年6月末基準のインドネシア銀行業界の平均は

2.4％）、貸倒引当金を考慮したネット不良債権比率は1.10％に抑制できている。

貸出業務については、業務提携を通じて重機ローンにも注力している。2023年9月現在、重機ローン残高は前四半期比

31％増の約4,600百万円へ増加した。また、2021年第4四半期以降、日系企業との業務提携により住宅ローン事業を拡

大している。同社では、2021年11月以降、日系・非日系企業と業務提携を行っている。2023年9月末現在、BJIが住宅

ローンを提携する提携先プロジェクトは23カ所となった。  

JTRB（カンボジア）

営業収益：10,025百万円（前年同期比21.0％増）

営業利益：1,422百万円（同21.6％増）

JTRBの営業収益は前年同期比1,743百万円増の10,025百万円、営業利益は同253百万円増の1,422百万円だった。預金残

高は前四半期比減少で159,600百万円となった。利息費用の圧縮を図るため、高金利預金商品による継続調達の取りや

めなど戦略的にコントロールしている。一方、経済の低迷などにより資金需要が低調、銀行業界全体でも不良債権が

増加しており、貸出残高は戦略的に抑制的な運営を行った（2023年9月末で148,100百万円）。債権回収に注力した結

果、不良債権比率は2.6％に低下（ネットNPLは0.7％）、引き続き不良債権の抑制に注力する。

不動産事業

営業収益：10,908百万円（前年同期は879百万円）（通期予想に対する進捗率：55.9％）

営業利益：10,096百万円（前年同期は営業損失66百万円）（同：101.2％）

当第2四半期会計期間より不動産事業にセグメント名称を変更した。主にJグランド、グローベルス及びライブレントが

国内での不動産事業を行っており、Prospect Asset Management, Inc.が米国ハワイ州での不動産事業を行っている。

営業収益は前年同期比10,029百万円増の10,908百万円だった。2023年2月に株式会社グローベルス、同年5月にライブ

レントがそれぞれ子会社となったことや、Jグランドにおいて当第1四半期から不動産販売収益を計上したことによる。

Jグランドが不動産賃貸管理業のライブレントを完全子会社化したことにより、収益不動産の用地仕入・設計・施工・

販売・ローン付に加えて賃貸管理をワンストップで提供できる体制を構築した。当第3四半期累計期間の営業収益の内

訳は、Jグランドが4,282百万円、グローベルスが6,325百万円であった（以上、未監査）。不動産市況の先行きをにら

み、従来以上に駅近物件などエリアを厳選している。
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営業利益については、ミライノベートの吸収合併に伴い負ののれん発生益9,328百万円を計上した結果、10,096百万円

のセグメント利益（前年同期は66百万円のセグメント損失）となった。負ののれん発生益を控除しても768百万円の増

益となった。

投資事業

営業収益：120百万円（前年同期比42.6％減）

営業損失：1,583百万円（前年同期は営業損失1,575百万円）

投資事業では、主にJTRUST ASIA PTE. LTD. が投資事業などを行っている。2023年4月、シンガポール高等法院において

被告らに対して約124百万USDおよびこれに対する2021年8月からの利息の支払を命じる判決がなされた。裁判が終結

し支払いが履行されれば営業利益を押し上げる要因となる。また裁判費用（年間で約2,000百万円）も剥落する。

その他の事業

営業収益：421百万円（前年同期比6.6％増）

営業損失：22百万円（前年同期は営業利益131百万円）

その他の事業では、主にJ Sync（旧 Robotシステム）が同社グループのシステム開発、コンピュータの運用及び管理業

務を行っている。

トピックス

1. 2023年10月2日：MIRAI株式会社（旧西京カード）を子会社化。日本金融事業の保証残高積み上げ策に資する。

2. 2023年10月30日：株式会社ガイアおよびそのグループ会社の事業の再建支援に係る基本合意書を締結。同社の

事業再編ビジネスの1案件として手掛け、DIPファイナンスを供与。

3. 2023年10月31日：特定子会社（PT JTRUST OLYMPINDO MULTI FINANCE）の株式譲渡を完了。

2023年12月期の見通しおよび中期展望

数値計画

出所：同社資料及びヒアリングによりSR社作成

2023年12月期初時点の通期会社予想は、営業収益115,000百万円（前期比39.5％増）、営業利益8,500百万円（同

41.0％減）、税引前利益9,000百万円（同47.0％減）、親会社の所有者に帰属する当期純利益13,000百万円（同2.9％

増）であった。

営業利益8,500百万円については、ミライノベートの吸収合併に伴う負ののれん発生益やNexus Bankの合併に伴う繰延

税金負債の取り崩し等（合計約8,000百万円程度）の計上を見込んでいるため、実質、500百万円である。前期の負の

のれん控除後営業利益は4,531百万円（＝営業利益14,399百万円₋負ののれん発生益9,868百万円）だったから、実質、

前期比約4,000百万円の減益である（2021年12月期は営業利益5,260百万円だった）。なお、前期の負ののれん発生益

9,868百万円は、日本金融事業における148百万円、韓国及びモンゴル金融事業における9,719百万円である。

（百万円）
21年12月期 22年12月期 23年12月期 24年12月期 25年12月期 22年12月期～


25年12月期
実績 実績 修正会予 会予 会予 会予 CAGR

営業収益 42,325 82,419 118,000 115,000 136,600 158,700 24.4%
前期比 - 94.7% 43.2% 39.5% 15.8% 16.2%
日本金融事業 9,781 11,774 12,074 11,265
韓国及びモンゴル金融事業 14,806 38,451 49,137 49,319
東南アジア金融事業 16,797 29,173 36,608 36,166
不動産事業 19,528 17,806
投資事業 642 226 232 224
その他の事業 878 3,463 631 630
調整額 -581 -669
営業利益 5,260 14,399 10,500 8,500 11,000 19,100 9.9%
前期比 - 173.7% -27.1% -41.0% 4.8% 73.6%
日本金融事業 4,588 3,931 5,764 5,764
韓国及びモンゴル金融事業 3,208 14,437 -240 -1,432
東南アジア金融事業 -6,372 58 1,078 -466
不動産事業 9,976 8,846
投資事業 5,445 -2,205 -2,066 -2,213
その他の事業 430 202 20 40
税引前利益 5,899 16,995 12,500 9,000
前期比 - 188.1% -26.4% -47.0%
税引前利益率 13.9% 20.6% 10.6% 7.8%
親会社の所有者に帰属する当期利益 1,123 12,632 16,500 13,000
前期比 - - 30.6% 2.9%
純利益率 2.7% 15.3% 14.0% 11.3%
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当期純利益13,000百万円については、前期第3四半期累計期間までは20,000百万円を想定していたが、同第4四半期会

計期間に韓国における市中金利上昇のネガティブ影響を勘案したものである。なお、JTG証券については通期業績予想

に含めていない。JTG証券の2022年12月期実績（9か月間、未監査）は、営業収益2,440百万円、営業損失318百万円だ

った。

同社は、2023年8月8日、通期業績予想を上方修正した。修正後の営業収益は118,000百万円（期初予想比3,000百万円

増、前期比43.2％増）、営業利益が10,500百万円（同2,000百万円増、同27.1％減）、税引前利益が12,500百万円（同

3,500百万円増、同26.4％減）、親会社の所有者に帰属する当期利益は16,500百万円（同3,500百万円増、同30.6％

増）である。同社によれば、今回の上方修正は上期業績に期初下期予想を足しこんだ予想となっており、保守的な見

通しに留まっている。下期予想を据え置いたかたちだが、特別な下方リスクは想定していない模様である。動向を注

視するという点では、韓国における延滞増加で貸倒引当金の積み増しの可能性、カンボジア経済の低迷により資金需

要が低調な一方で不良債権への対応が必要なことなどを挙げている。

日本金融事業

日本金融事業の会社業績予想は、営業収益が12,074百万円（前期比2.5％増）、営業利益が5,764百万円（同46.6％増）

である。2023年8月8日付で営業収益の上方修正を行った。なお、JTG証券の業績は予想に含まれていない。Nexus Card

における割賦売掛金残高の積上げと日本保証における保証残高の積上げが業績を牽引する。

信用保証事業では、既存の信用保証残高から安定的な保証料収益を計上する。アパートローン保証に加えて、証

券担保ローンや割賦保証など保証商品の多角化を推進する。

債権回収業務では、大手カード会社のカード・ショッピング債権を中心に大型債権購入による収益計上を見込

む。

期初時点でNexus Cardにおける割賦取扱高10,000百万円を計画したが、第2四半期累計期間で6,998百万円に到

達している。引き続き取り扱いを拡大する。

JTG証券の業績が通期で寄与する（会社業績予想には含まれていない）。

韓国及びモンゴル金融事業

韓国及びモンゴル金融事業の会社業績予想は、営業収益が49,137百万円（前期比27.8％増）、営業損失240百万円（前

期は営業利益14,437百万円）である。2023年8月8日付上方修正で営業損失幅を縮小した。韓国の市中金利の上昇によ

り調達金利が上昇していることに加え、債務者の延滞増加、個人回生・信用回復の増加により貸倒引当金（損失評価

引当金）の積み増し（金融当局からの任意の引当金積み増し要請）を想定している。対応方針は以下である。

引き続き「量の成長」から「質の成長」を目指し、一定の資産規模を維持しながら貯蓄銀行業と債権回収業務に

よる安定的な利息収益計上を見込む。

調達金利削減のため、他社動向および同社貯蓄銀行の定期預金満期構造を勘案し受信利率を検討する。

貸出金利は最大限引き上げで取り扱うものの、延滞率を鑑みた収益性を勘案し貸出金利を算定していく。

徹底した延滞管理を通じて貸倒償却費の抑制に向けて最大限努力する。

高金利の1年定期預金の預金満期が集中する10月に備え、適正な流動性資金の確保及び運用を行う。

東南アジア金融事業

東南アジア金融事業の会社業績予想は、営業収益が36,608百万円（前期比25.5％増）、営業利益1,078百万円（営業損

失予想466百万円から黒字予想に修正、前期は営業利益58百万円）である。期初時点では、インドネシアでは、調達コ

ストの増加の一方で引当増（JTII）を見込み、利益計上は翌年度以降と見込んでいた。しかし、貸出残高の伸長で好調

だった上期業績を受けて、黒字予想に転換した。一方、カンボジアでは、経済低迷により不良債権増加が懸念されてお

り、調達コストの上昇により高止まりした利息費用の圧縮や不良債権の回収強化を対応すべき課題としている。

BJIでは、調達コストの上昇が収益押し下げ要因となるものの、積極的に貸出金残高の増加を図ることで利息収

益の増加を想定している。国営企業や貸倒リスクが低い大企業向け貸出増加を戦略的に行っている。小口預金を

主とする新規口座の獲得に注力する。日系大手デベロッパーの現地法人やインドネシア大手デベロッパーとの住

宅ローン業務提携による収益拡大を図る。

JTIIおよびTAIDでは買取債権増加による収益機会の拡大と回収金の最大化を目指す。

JTRBでは、調達金利の上昇により高止まりした利息費用の圧縮、収支に見合った融資残高の伸長、不良債権の回

収強化への対応を優先する。

不動産事業

Jグランドとグローベルス、ライブレントとのシナジー効果による収益拡大を目指すとしている。Jグランドの富裕層を

対象とした投資用物件販売で営業収益10,800百万円（2022年12月期の営業収益約3,000百万円の約3.7倍）を見込んで
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いる。Jグランドの売上の多くが、日本保証の信用保証残高成長につながる。

投資事業

投資事業の会社業績予想は、営業収益が232百万円（前期比2.7％増）、営業損失2,066百万円（前期は営業損失2,205

百万円）である。引き続きGroup Lease PCLに対する債権回収に重点を置き、裁判費用等の回収コストを抑制しつつ、

回収強化を図る。既に全額引当済であるため、回収がされる都度、収益計上が期待できる。

中期展望

2022年12月期における韓国の金利上昇の影響を受け、2023年12月期の営業利益は一時的に前期比減益を計画す

るが、2024年12月期に11,000百万円、2025年12月期には19,100百万円を計画している。

2023年12月期の営業利益10,500百万円（負ののれん発生益9,328百万円を含む）が2024年12月期に11,000百万

円（負ののれん発生益は含まない）に増加する理由は、韓国の貯蓄銀行の金利対応の正常化（貸出金利の引上

等）で回復を見込んでいること、東南アジア金融事業及び日本金融事業の利益成長を見込んでいることである。

中期的な成長の牽引役は東南アジア金融事業におけるBJIの貸出残高成長である。同事業は、2022年12月期に黒

字転換を果たした。2022年以降は新たな成長フェーズに移行したとの同社認識である。2023年12月期のJトラス

ト銀行の貸出残高成長は前期比約30%増を計画している。

日本金融事業においては、JTG証券とのシナジー効果を見込んでいる。同証券が地域金融機関と有価証券担保ロ

ーンで提携し、日本保証が保証するスキームで保証残高の積み上げを図る。また、JTG証券の富裕層ビジネスに

注力し、預かり資産残高を2022年12月期末の3,000億円水準から3年後に1兆円水準に拡大させる。Nexus Card

では2023年12月期に10,000百万円超の割賦取扱いを計画している。
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事業内容
企業概要
同社は事業者金融を発祥とし、アジア圏で銀行・ファイナンス事業を営む金融グループ企業の持株会社である。事業

は日本金融事業、韓国及びモンゴル金融事業、東南アジア金融事業、投資事業、その他で構成される。日本では信用

保証・債権回収業務、韓国及びモンゴル金融事業では貯蓄銀行・債権回収業務、東南アジア金融事業では銀行、マル

チファイナンス、債権回収業務を行っている。また、Jトラストアジアが投資事業を行っている。その他事業では、Jグ

ランドが不動産業務を展開している。

2009年以降に国内消費者金融会社、クレジットカード会社などを買収し事業を拡大、国内で培った金融ノウハウを背

景に2012年には韓国で貯蓄銀行業を開始した。2015年までに韓国のファイナンス会社、貯蓄銀行、インドネシアの商

業銀行などを取得した。2019年にはカンボジアの商業銀行を、2022年3月には投資銀行業務を有するJトラストグロー

バル証券（以下JTG証券）を買収した。2023年2月には株式会社ミライノベートを経営統合した。

事業セグメントと事業主体は下表の通りである。日本金融事業、韓国及びモンゴル金融事業、東南アジア金融事業、

投資事業、その他に再編成し、セグメント情報を開示している。主要事業は、日本金融事業、韓国及びモンゴル金融

事業、東南アジア金融事業の金融3事業である。

事業構造と運営主体

出所：同社資料よりSR社作成

セグメント別業績推移

事業部門 事業内容 運営主体

日本金融事業

信用保証業務

主に銀行・信用金庫・信用組合が行う中小企業及び個人事業主向け
事業資金貸付、消費者向け貸付及びアパートローンなど投資用不動

産担保ローンに対する保証業務、クラウドファンディング業務を活
用した保証業務

日本保証

債権回収業務 金融機関・ノンバンク等からの貸付債権の買取回収業務 パルティール債権回収、日本保証

クレジット・信販業務 クレジットカードの販売・管理および割賦販売の斡旋業務 Nexus
Card

証券業務
有価証券等の売買等の委託の媒介、有価証券の引受および売出し、

募集および売出しの取扱い、私募の取扱い等の証券関連業務
 Jトラストグローバル証券

韓国及びモンゴル金融事業

貯蓄銀行業務 預金、貸出等の銀行業務 JT親愛貯蓄銀行、JT貯蓄銀行
債権回収業務 金融機関・ノンバンク等からの貸付債権の買取回収業務  TA資産管理
金融業務 貸付業務 J Trust Credit NBIF

東南アジア金融事業

銀行業務 預金、貸出等の銀行業務
PT Jtrust Indonesia Tbk.、J Trust
Royal Bank Plc.

債権回収業務 貸付債権の回収業務

PT JTRUST INVESTMENTS
INDONESIA、PT TURNAROUND
ASSET INDONESIA

マルチファイナンス業務 農機具ローン等のファイナンス業務
PT JTRUST OLYMPINDO MULTI
FINANCE

投資事業 国内外への投資業務 JTRUST ASIA PTE.LTD.

その他

コンピュータの運用及び管理業務、ソフトウェア受託開発及び運用

指導業務等のシステム事業
J Sync

不動産業務 Jグランド

17年3月期 18年3月期 19年3月期 19年12月期 20年12月期 21年12月期 22年12月期
（百万円） IFRS IFRS IFRS IFRS IFRS IFRS IFRS
営業収益 66,453 74,321 74,935 24,728 39,387 42,325 82,419
（前年比） - 11.8% 0.8% - 59.3% 7.5% 94.7%
日本金融事業 9,814 9,129 10,701 7,366 10,041 9,781 11,774
（前年比） - -7.0% 17.2% - 36.3% -2.6% 20.4%
（構成比） 14.6% 12.2% 14.1% 29.4% 25.1% 22.8% 14.2%

韓国及びモンゴル金融事業 29,182 35,857 39,682 6,756 12,390 14,806 38,451
（前年比） - 22.9% 10.7% - 83.4% 19.5% 159.7%
（構成比） 43.4% 47.7% 52.4% 26.9% 31.0% 34.5% 46.3%

東南アジア金融事業 14,325 13,578 13,025 9,673 15,953 16,797 29,173
（前年比） - -5.2% -4.1% - 64.9% 5.3% 73.7%
（構成比） 21.3% 18.1% 17.2% 38.6% 39.9% 39.1% 35.1%

総合エンターテイメント事業 2,072 - 1,520 - - - -
（前年比） - - - - - - -
（構成比） 3.1% 0.0% 2.0% - - - -

不動産事業 6,278 6,968 6,441 - - - -
（前年比） - 11.0% -7.6% - - - -
（構成比） 9.3% 9.3% 8.5% - - - -

投資事業 2,853 7,576 1,214 815 953 642 226
（前年比） - 165.5% -84.0% - 16.9% -32.6% -64.8%
（構成比） 4.2% 10.1% 1.6% 3.2% 2.4% 1.5% 0.3%

その他 2,771 2,024 3,227 478 608 878 3,463
（前年比） - -27.0% 59.4% - 27.2% 44.4% 294.4%
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出所：会社データよりSR社作成

2019年12月期が決算期変更に伴う9ヶ月間（2019年4-12月）となったため、対前期増減率については記載しない。

2020年12月期に不動産事業および総合エンターテイメント事業は非継続事業となったため、2019年12月期の数値は非継続事業を控除したものに修正されてい

る。

日本金融事業（営業収益構成比：14.2%）
日本金融事業は、主に保証事業、サービサー事業からなる。主要子会社は日本保証およびパルティール債権回収で、

日本保証は保証事業および債権回収事業を、パルティール債権回収は債権回収事業を行っている。なお、2022年12月

期には証券業務の JTG証券とクレジット・信販業務のNexus Cardがグループに加わった。同社では、従来のアパートロ

ーン保証中心の業務運営から、Nexus Cardの割賦売掛金に対する保証、JTG証券の有価証券担保ローンに対する保証、

その他の事業におけるJグランドの富裕層向け住宅販売に対する保証付与を通じて、保証残高の拡大を目指している。

日本保証の業績推移

出所：会社データよりSR社作成

保証事業

保証事業（信用保証）とは、ローンの利用者が返済不能もしくは返済困難になった場合に、保証会社がローンの利用

者に代わって銀行に債務を返済する仕組みである。ローン利用者が債務返済不能となった場合、同社は提携先金融機

関に債務の代理返済を行うが、その返済額は同社の費用負担となる。

同事業は連結子会社である株式会社日本保証（以下、日本保証）が行っている。2022年12月期業績は、営業収益6,242

百万円（前期比18.4％減）、営業利益3,100百万円（同20.7％減）、税引前利益3,286百万円（同18.7％減）である。債

務保証残高は209,587百万円（同2.6％増）である。なお、日本保証の保証提携先金融機関は、愛媛銀行、香川銀行、徳

島大正銀行、川崎信用金庫、成協信用組合、西京銀行、湘南信用金庫、東京スター銀行、SBJ銀行、東和銀行となって

いる。

（構成比） 4.1% 2.7% 4.3% 1.9% 1.5% 2.0% 4.2%
調整額 -846 -812 -857 -363 -561 -581 -669

営業損益 606 4,759 -32,600 -5,130 -2,403 5,260 14,399
（前年比） - 685.3% - - - - 173.7%
日本金融事業 5,582 4,167 4,251 3,082 4,860 4,588 3,931

（前年比） - -25.3% 2.0% - 57.7% -5.6% -14.3%
（構成比） 134.8% 58.4% - - - 62.8% 23.9%

韓国及びモンゴル金融事業 3,197 3,555 4,880 2,160 2,018 3,208 14,437
（前年比） - 11.2% 37.3% - -6.6% 59.0% 350.0%
（構成比） 77.2% 49.9% - - - 43.9% 87.9%

東南アジア金融事業 -3,980 1,545 -17,712 -4,667 -5,541 -6,372 58
（前年比） - - - - - - -
（構成比） - 21.7% - - - - 0.4%

総合エンターテイメント事業 -856 - -15 - - - -
（前年比） - - - - - - -
（構成比） - - - - - - -

不動産事業 480 659 91 - - - -
（前年比） - 37.3% -86.2% - - - -
（構成比） 11.6% 9.2% - - - - -

投資事業 -198 -2,852 -20,568 -1,768 -1,651 5,445 -2,205
（前年比） - - - - - - -
（構成比） - - - - - 74.6% -

その他 -82 57 39 -407 -310 430 202
（前年比） - - -31.6% - - - -53.0%
（構成比） - 0.8% - - - 5.9% 1.2%

調整額 32 -6 -235 614 496 60 255
全社費用 -3,566 -2,366 -3,331 -4,143 -2,275 -2,101 -2,281

17年3月期 18年3月期 19年3月期 19年12月期 20年12月期 21年12月期 22年12月期
（百万円） IFRS IFRS IFRS IFRS IFRS IFRS IFRS
営業収益 8,852 7,987 9,264 6,815 8,823 7,652 6,242
前年比 - -9.8% 16.0% -26.4% 29.5% -13.3% -18.4%
保証料収益 1,935 1,738 2,166 1,993 2,666 2,502 2,355

前年比 - -10.2% 24.6% -8.0% 33.8% -6.2% -5.9%
構成比 21.9% 21.8% 23.4% 29.2% 30.2% 32.7% 37.7%

利息収入（ローン・クレジット他） 1,141 5,195 5,240 3,310 4,051 3,427 3,202
前年比 - 355.3% 0.9% -36.8% 22.4% -15.4% -6.6%
構成比 12.9% 65.0% 56.6% 48.6% 45.9% 44.8% 51.3%

簿価修正損益 1,617 290 1,294 1,292 1,591 1,489 415
前年比 - -82.1% 346.2% -0.2% 23.1% -6.4% -72.1%
構成比 18.3% 3.6% 14.0% 19.0% 18.0% 19.5% 6.6%

償却債権取立益 3,245 40 42 29 34 34 35
前年比 - -98.8% 5.0% -31.0% 17.2% 0.0% 2.9%
構成比 36.7% 0.5% 0.5% 0.4% 0.4% 0.4% 0.6%

受取手数料 408 416 127 114 98 165
前年比 - 2.0% -69.5% -10.2% -14.0% 68.4%
構成比 5.1% 4.5% 1.9% 1.3% 1.3% 2.6%

営業利益 5,969 4,296 4,186 4,037 4,450 3,909 3,100
前年比 - -28.0% -2.6% -3.6% 10.2% -12.2% -20.7%
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債務保証残高の推移

出所：会社データよりSR社作成

信用保証業務の多角化

現在の保証残高の大半はアパートローン保証である。アパートローンの金利は消費者ローンと比較して低く、同社の

収入は貸付額の1%程度に留まる。しかし、1件当たりの貸付額は消費者ローンの50万円程度と比較して、9,500万円～1

億円と金額が大きく、残高が伸びやすいことに加え、有担保であるために貸倒損失発生リスクが限定される。

しかし、アパートローンについては、金融機関の審査基準が厳格化していることから、方針転換を迫られている。そ

のため、中古アパートローン（保証残高20,500百万円、2022年12月期）へのシフトや富裕層向けの海外不動産担保ロ

ーンやリバースモーゲージローンなどへと保証商品の多角化を図っている。

その他の事業に含まれるグローベルスでは、クラウドファンディングにおける共同商品組成、プロモーションおよび

保証業務にも注力している。提携先企業による日本保証の債務保証を組み込んだファンドの募集を通じて、融資型クラ

ウドファンディングにおける債務保証や、不動産投資型クラウドファンディングにおける不動産買取保証などを取り

扱っている。融資型クラウドファンディングでは、株式会社ZUUグループの株式会社COOL及び株式会社COOL

SERVICESが運営する「cool」を通じた保証を開始した。不動産投資型クラウドファンディングでは、グローベルスが

運営する「大家どっとこむ」等のクラウドファンディングサイトを通じた保証を開始している。不動産担保ローンで

は、2021年4月に三井不動産リアルティ株式会社と、2021年12月に京阪電鉄不動産株式会社と新たに不動産担保ローン

に対する保証を開始した。

サービサー業

サービサーは1999年に金融機関が抱える不良債権を処理するために施行された「債権管理回収業に関する特別措置

法」により誕生した。日本金融事業では、主にパルティール債権回収が債権回収業を行っている。パルティール債権

回収の2022年12月期業績は、営業収益が3,333百万円（前期比12.3％増）、営業利益1,486百万円（同79.3％増）、税引

前利益1,484百万円（同79.6％増）だった。

サービサー業は、金融機関等から委託を受けまたは譲り受けて、特定金銭債権の管理回収を行う事業である。特定金銭

債権は、金融機関等が有する貸付債権、リース・クレジット債権、法的倒産手続中の者が有する金銭債権、保証契約

に基づく債権などである。サービサーは、債権額をディスカウントした価格で金融機関等から不良債権を買い取る。

買い取った債権について簿価を買取債権として流動資産に計上する。

同事業において、サービサーが債権者から回収した金額が収益であり、貸付金利息および簿価修正損益（買取債権）と

して損益計算書に計上される。なお、同事業の営業費用は、当該債権の取得価額（将来のキャッシュフローを見積も

ることが可能な債権は償却原価法による）であり、債権買取原価として計上される。

同社は、債権回収において、個人向け債権回収力に強みを持ち、また、回収分析によって入札における競争優位性を有

しているという。同社によれば、過去のM&Aにより、様々な企業の回収ノウハウが融合していることで、高い回収率

を達成できているという。

償却債権取立益

日本会計基準では、償却債権取立益は、日本保証が旧武富士から承継した買取債権からの収益であり、貸倒処理によ

り既にオフバランス化された償却債権の回収収益である。当該償却債権を回収すると、簿価がゼロであるため、費用

のない利益となる。同社では、独自のノウハウを活かし、償却債権の回収を進めている。現在のIFRS基準では、見積も

りキャッシュフローを基に簿価を算出し、財政状態計算書で買取債権に計上する。また、収入については、利息収益

に計上している。

17年3月期 18年3月期 19年3月期 19年12月期 20年12月期 21年12月期 22年12月期
（百万円） （9ヵ月）
債務保証残高合計 85,975 141,881 202,810 210,824 209,819 204,278 209,587

前年比 61.1% 65.0% 42.9% - - -2.6% 2.6%
無担保 14,829 16,168 18,019 15,808 12,325 8,562 6,732

前年比 -3.6% 9.0% 11.4% - - -30.5% -21.4%
構成比 17.2% 11.4% 8.9% 7.5% 5.9% 4.2% 3.2%

有担保 71,146 125,712 184,791 195,015 197,493 195,716 202,855
前年比 87.3% 76.7% 47.0% - - -0.9% 3.6%
構成比 82.8% 88.6% 91.1% 92.5% 94.1% 95.8% 96.8%
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証券業務

同社は、2022年2月、HSホールディングス株式会社（東証STD 8699）からエイチ・エス証券株式会社（現JTG証券）の

発行済株式の全てを取得し子会社化した。連結業績への取り込みは2022年12月期第2四半期会計期間からである。

2022年12月期は9か月のみの業績寄与である。営業収益は2,440百万円、営業損失318百万円、税引前損失296百万円だ

った。

JTG証券は、国内外の株式・債券・投資信託を幅広く取扱い、投資銀行部門も有する総合証券会社である。特に外貨建

債券・外国株式の販売に強みを有している。東京証券取引所が公表している主幹事候補証券会社の内の1社であり、

TOKYO PRO MarketでのJ-Adviserの資格も有している。

同社では、JTG証券の機能や顧客層での強みを活かし、同社グループにおける地域金融機関と連携した保証事業や海外

金融事業とのシナジーを創出していくことで、新サービス提供や商品ラインアップの多様化等を図っていくとしてい

る。さらには、これまで国内において十分に捉えられていなかった、ベンチャー起業層のニーズに的確に応えられる

プライベート・バンク領域への進出も期待しているとしている。

2022年12月には、JTG証券が主幹事を担当したアップコン株式会社が名証ネクストへ上場した。アップコンは、同証券

をJ-Adviserとしてプロ投資家向けの市場TOKYO PRO Marketへ2021年7月に上場したが、名証ネクスト市場へステップア

ップ上場したものである。同証券は、TOKYO PRO Marketへの上場支援、一般市場へのステップアップ上場支援を一社

完結で実現させた実績を持つ国内唯一の証券会社である。

JTG証券は地域金融機関と有価証券担保ローンで提携し、日本保証が保証するスキームで保証残高の積み上げを図るス

キームを拡大させたいとしている。また、富裕層ビジネスにも注力し、預かり資産残高を2022年12月期末の3,000億

円水準から3年後に1兆円水準に拡大させたいとしている。

Ｊトラストグローバル証券の業績推移

出所：同社資料よりSR社作成

クレジット・信販業務

同社は2020年、Nexus Bank株式会社に旧Jトラストカード（現 Nexus Card）の株式を譲渡した。しかし、2022年3月、

同社がNexus Bank株式会社との間で株式交換を行ったことにより、旧Jトラストカード（現 Nexus Card）が再び連結子

会社となった。2022年12月期第2四半期会計期間より連結化された。2022年12月期（9か月）の営業収益は309百万

円、営業損失162百万円、税引前損失170百万円だった。

Nexus Cardでは男性脱毛業界最大のメンズクリアをはじめとした提携加盟店を通じた割賦事業を展開している。割賦

売掛金に対して日本保証が保証することで、日本保証の保証残高の拡大につながる。2023年12月期には、Nexus Card

における割賦取扱高10,000百万円を計画している。

韓国及びモンゴル金融事業（営業収益構成比：
46.3%）

韓国における消費者ローンの供給者

韓国の消費者ローンの供給者は、第1金融圏の銀行、第2金融圏の非銀行預金取扱機関、与信専門金融機関、その他、

第3金融圏の貸付金融機関に分けられる。貯蓄銀行は第2金融圏に属している。

17年3月期 18年3月期 19年3月期 20年3月期 21年3月期 22年3月期
（百万円）

営業収益 3,338 3,321 3,746 3,479
受入手数料 1,233 1,322 1,251
委託手数料 810 1,037 832
その他手数料 423 285 419
トレーディング損益 1,531 1,894 1,793
株式 530 1,096 931
債券 1,001 798 862
金融収益 529 434
純営業収益 3,180 3,628 3,429
経常損益 148 195 583 500
当期純損益 24 363 401
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韓国における消費者ローン供給者の分類

出所：同社資料


*制度金融機関とは、韓国の行政当局から許可（認可）を受けて事業を営み、直接管理・監督される金融機関


*上記分類は法的分類基準ではなく、韓国社会で慣用されている分類基準 

金融規制については、第1金融圏に属する銀行に対しては信用貸付に対する規制強化が適用されてきた。上限金利は

2010年7月に49.0%から44.0%に、2011年6月に39.0%、2014年4月には34.9%、2016年3月には27.9%、2018年2月に

24.0％、2021年7月に20.0%に引き下げられた。

同社は、2000年代後半以降の日本において、上限金利の引き下げ、総量規制の導入などの規制強化のなかでの消費者

金融事業を経験している。そのため、韓国の個人向けローンに関しての規制強化の流れに対して、柔軟に対抗策を講じ

ることが可能である。

貯蓄銀行

貯蓄銀行は、各地域において、中小企業に対する融資や住宅ローンを中心とした業務を行う比較的小規模な金融機関で

ある。

貯蓄銀行の業務範囲

出所：同社資料

SR社の認識では、貸金業者と貯蓄銀行では資金調達面で大きく異なり、この点に関して、貯蓄銀行に優位性がある。

韓国の貸金業者は銀行などの制度圏金融会社からの資金調達を制限され、私募債の発行は可能であるが、公募債の発

行は金融監督院の許認可が必要である。同社によれば、貯蓄銀行は、低金利で預金を集めることが可能であり、かつ

貸出金利は貸金業者と同程度とすることができる。

韓国及びモンゴル金融事業の業績と主要子会社の業績

出所：同社資料よりSR社作成

*JT親愛貯蓄銀行は2022年4月より連結化されたため、2022年12月期の業績寄与は9か月分である。

金融圏 大分類 小分類

制度金融圏

第1金融圏 銀行
一般銀行（都市銀行、地方銀行、外国銀行）

特殊銀行（農協、水協、韓国産業銀行など）

第2金融圏

非銀行預金取扱機関

貯蓄銀行

信用協同機構（信協、セマウル金庫など）

総合金融会社など

与信専門金融機関
キャピタル会社

クレジットカード会社

その他
保険会社

証券会社

非制度金融圏 第3金融圏 貸付金融機関 貸付会社

主要業務 主な取扱商品・サービス

受信業務

普通預金、貯蓄預金、自由預金など

定期型預金として、定期預金、表紙手形など

積立型預金として、信用掛金、自由積立預金、定期積立金など

与信業務
個人向け信用貸付、動産及び不動産担保貸付（動産及び不動産）、ヘッサルローン保証付貸付等（低所得者向け政府保証低金利信用貸付商品）

地域及び顧客特性を活かした商品を開発し、リレーションシップバンキングの活性化に寄与

付帯業務

内国為替業務（国内金融機関間の債権債務の決済及び資金移動）

保険商品の販売

割賦金融業（一定の条件（2年以上、BIS比率を10%以上維持）を備えた貯蓄銀行は割賦金融を営むことが可能）（JT貯蓄銀行は割賦金融業を営
むための要件を備えている）

上記業務の他、多様な付帯業務を営むことが可能であり、業務範囲は拡大中

17年3月期 18年3月期 19年3月期 19年12月期 20年12月期 21年12月期 22年12月期
（百万円） IFRS IFRS IFRS IFRS IFRS IFRS IFRS
営業収益 29,182 35,857 39,682 6,756 12,390 14,806 38,451
貯蓄銀行 24,043 28,840 31,851 22,932 11,803 14,293 37,340

JT親愛貯蓄銀行 18,928 21,064 21,695 14,932 - - 19,832
JT貯蓄銀行 5,115 7,776 10,156 8,000 11,803 14,293 17,508

TA資産管理 1,879 1,519 1,993 2,385 1,144 391 154
セグメント利益 3,197 3,555 4,880 2,160 2,018 3,208 14,437
貯蓄銀行 3,468 3,158 4,112 5,511 2,921 3,704 4,598

JT親愛貯蓄銀行 2,846 1,592 2,459 3,577 - - 948
JT貯蓄銀行 622 1,566 1,653 1,934 2,921 3,704 3,650

TA資産管理 1,349 482 887 1,770 242 -664 -501
銀行業における貸出金 236,873 266,996 277,940 284,258 131,723 166,315 414,626
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JT貯蓄銀行・JT親愛貯蓄銀行

同社の韓国における金融事業は、従来、貯蓄銀行業（JT親愛貯蓄銀行およびJT貯蓄銀行）、キャピタル業（与信専門金

融業、JTキャピタル）、債権回収業（TA資産管理）で構成されてきた。しかし、2020年12月期以降の事業再構築にお

いて、Jトラストカード（現Nexus Card、JT親愛貯蓄銀行の親会社）をSAMURAI＆J PARTNERS（現Nexus Bank）に譲

渡、JT貯蓄銀行を韓国のⅥ金融投資株式会社に譲渡する基本合意書を締結、2021年8月にJTキャピタルの株式譲渡を完

了した。

しかし、JT貯蓄銀行については、譲受人との間で契約内容の合意に至らないまま株式売買契約締結期限を迎えたことに

より、本件株式譲渡を中止した（2021年11月）。さらに2022年1月、同社はNexus Bank株式会社との間で株式交換を行

うことを決定した。2022年4月にJT親愛貯蓄銀行株式会社が同社の連結子会社となり、同事業は再び2貯蓄銀行体制と

なった。2行合算の総資産は韓国貯蓄銀行79行のうち第7位に相当する規模である。

JT貯蓄銀行の業績推移

出所：同社資料よりSR社作成

JT親愛貯蓄銀行の業績推移

出所：同社資料よりSR社作成

TA資産管理

債権回収事業の設立経緯

同社は2011年に韓国消費者金融のネオラインクレジット、2014年3月に韓国金融業者のケージェイアイ（現TA資産管

理）およびハイキャピタルを買収。2014年8月に、ケージェイアイ、ハイキャピタル、およびネオラインクレジットの

17年3月期 18年3月期 19年3月期 19年12月期 20年12月期 21年12月期 22年12月期
（百万円） IFRS IFRS IFRS IFRS IFRS IFRS IFRS
銀行業における貸出金 68,191 91,523 98,579 109,743 131,723 166,315 181,394

前年比 - 34.2% 7.7% - 20.0% 26.3% 9.1%
銀行業における預金 71,509 98,640 108,283 119,159 138,034 165,937 202,411

前年比 - 37.9% 9.8% - 15.8% 20.2% 22.0%
総資産 111,157 122,091 208,925 155,245 186,991 229,504

前年比 - 9.8% - -25.7% 20.4% 22.7%
営業収益 5,115 7,776 10,156 8,000 11,803 14,293 17,508
利息収入（ローン、クレジットカード他） - 7,257 9,153 7,187 10,721 12,344 14,871
前年比 - 52.0% 30.6% - 47.5% 21.1% 22.5%
営業収益/貸出金 7.5% 9.7% 10.7% 7.7% 9.8% 9.6% 10.1%

営業費用 2,762 3,895 5,950 4,084 6,042 7,781 10,983
預金利息 1,253 1,888 2,673 1,957 2,602 2,868 4,801

預金利息/預金 1.8% 2.2% 2.6% 1.7% 2.0% 1.9% 2.6%
貸倒関係費 1,259 1,630 2,681 1,771 2,881 4,232 5,168

貸倒関係費/貸出金 - 2.0% 2.8% 1.7% 2.4% 2.8% 3.0%
その他 250 377 596 356 559 681 1,014

販売費及び一般管理費 1,740 2,328 2,557 2,001 2,847 2,828 2,891
前年比 - 33.8% 9.8% - 42.3% -0.7% 2.2%
販管費率 34.0% 29.9% 25.2% 25.0% 24.1% 19.8% 16.5%
人件費 691 1,102 1,474 1,674 1,686 1,777
その他経費 1,049 1,226 1,083 2,001 1,173 1,142 1,114

営業利益又は営業損失 622 1,566 1,653 1,934 2,921 3,704 3,650
前年比 - 151.8% 5.6% - 51.0% 26.8% -1.5%
営業利益率 12.2% 20.1% 16.3% 24.2% 24.7% 25.9% 20.8%

17年3月期 18年3月期 19年3月期 19年12月期 20年12月期 21年12月期 22年12月期
（百万円） IFRS IFRS IFRS IFRS IFRS IFRS IFRS
銀行業における貸出金 173,994 175,445 179,298 174,515 237,604

前年比 - 0.8% 2.2% - -
銀行業における預金 179,160 185,511 205,766 184,557 268,672

前年比 - 3.5% 10.9% - -
総資産 208,988 228,300 208,925 303,390

前年比 - 9.2% - -
営業収益 18,928 21,064 21,695 14,932 19,832
利息収入（ローン、クレジットカード他） - 20,103 19,853 13,316 17,504
前年比 - 11.3% 3.0% - -
利息収入/貸出金 10.9% 12.1% 11.2% 7.5% 7.4%

営業費用 9,667 13,351 13,328 7,676 14,373
預金利息 3,501 4,139 5,166 3,671 5,338

預金利息/預金 2.0% 2.3% 2.6% 1.9% 2.0%
貸倒関係費 5,211 6,510 6,124 3,015 6,734

貸倒関係費/貸出金 - 3.7% 3.5% 1.7% 2.8%
その他 955 2,702 2,038 990 2,301

販売費及び一般管理費 6,428 6,123 5,939 3,680 4,520
前年比 - -4.7% -3.0% - -
販管費率 34.0% 29.1% 27.4% 24.6% 22.8%

営業利益又は営業損失 2,846 1,592 2,459 3,577 948
前年比 - -44.1% 54.5% - -
営業利益率 15.0% 7.6% 11.3% 24.0% 4.8%
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金融事業を、JT親愛貯蓄銀行に事業譲渡した。事業譲渡後にTA資産管理は不良債権の買取、回収に特化する体制とし

た。

TA資産管理の業績

TA資産管理の営業収益は、貸付金利息、簿価修正損益（買取債権）、償却債権取立益、その他の営業収益からなる。

TA資産管理が買い取った不良債権を債権者から回収することで得られる貸付金利息と簿価修正損益が主な収益源とな

っている。2022年12月期の営業収益は154百万円、営業損失501百万円だった。

TA資産管理の業績

出所：会社データよりSR社作成

東南アジア金融事業（営業収益構成比：35.1％）
同事業は、インドネシアで商業銀行業を営むJトラスト銀行インドネシア（PT Bank JTrust Indonesia Tbk.、旧ムティアラ

銀行、以下　BJI）、不良債権の回収事業を行うJトラストインベストメンツインドネシア（PT JTRUST INVESTMENTS

INDONESIA、以下　JTII）、ターンアラウンドアセットインドネシア（PT TURN AROUND ASSET INDONESIA、以下

TAID）、ファイナンス業務を行うJトラストオリンピンドマルチファイナンス（PT JTRUST OLYMPINDO MULTI FINANCE

以下　JTO）からなる。また、2019年8月にはカンボジアのANZ Royal Bank(Cambodia)Ltd.の株式55％を取得、2019年8

月から連結子会社化した。商号はJトラストロイヤルバンク（JTRB）となった。

インドネシアの事業環境

インドネシアは人口約2.6億人、2010年以降のGDP成長率は平均6%以上であり、人口の半数が28歳以下と若く、中間

所得層の拡大が期待できる市場である。一方で、島しょ部が広く、非都市部の人口が1.2億人と全人口の46%を占め

る。そのため、特に非都市部に居住する個人の金融機関への接触頻度が低いのが特徴である。

Jトラスト銀行インドネシア（BJI）

2014年11月に旧ムティアラ銀行（現Jトラスト銀行インドネシア）を子会社化

2014年11月、同社はインドネシア商業銀行・ムティアラ銀行（現Jトラスト銀行インドネシア）の株式99.0%を取得し

連結子会社とした。インドネシアでの商業銀行における外国人持株比率規制では、最大40%までの取得が定められてい

るが、インドネシア預金保険機構によって救済を受けた銀行であることから、規制の特例として同社はJトラスト銀行

インドネシアの100%の株式を取得することが認められている。

株式取得時のJトラスト銀行インドネシアは、インドネシア全土にわたり60超支店の営業網を持つ総資産約1,200億円

（2014年3月31日時点）の商業銀行であった。同行は2008年11月に旧センチュリー銀行としてインドネシア中央銀行

より経営破綻のため特別監督下銀行となる処分を受けた。さらに、2008年11月より、インドネシア預金保険機構

（Lembaga Penjamin Simpanan、 以下、「LPS」という）の管理下におかれていた。その後、LPSの下で事業再生手続き

が行われ、2014年3月よりLPSは同行の全株式の売却にかかる公開入札手続きを開始した。

BJIの主な収益源は貸出利息収入である。BJIでは、2016年3月期下期以降、マネジメント体制の見直しを図り、新経営陣

のもとで10億円規模の低金利でロットの大きいコーポレート向け貸付を圧縮し、消費者向け、P2Pレンダーなどフィン

テック企業との連携によるローン、マルチファイナンス会社との提携拡大による安定した貸出残高の拡大を図った。し

かし、2019年3月期中には不良債権の増加を受けて、経営陣が交代したほか、経営方針も変更した。2022年12月期に黒

字転換を果たした。

17年3月期 18年3月期 19年3月期 19年12月期 20年12月期 21年12月期 22年12月期
（百万円） IFRS IFRS IFRS IFRS IFRS IFRS IFRS
営業収益 1,879 1,519 1,993 2,385 1,144 391 154
前年比 - -19.2% 31.2% - - - -
貸付金利息 461 885 938 468 233 329 251
簿価修正損益（買取債権） 717 406 906 149 899 60 -99
買取債権回収高 - - - - - - -
償却債権取立益 84 47 33 17 2 1 3
その他の金融収益 414 134 114 1,750 9 1 -1

営業費用 -117 333 264 -1 190 474 63
貸倒関係費 -117 304 254 -9 77 432 -25
その他の営業費用 - - 9 8 113 42 88

販売費及び一般管理費 669 718 849 616 637 583 595
前年比 - 7.3% 18.2% -27.4% 3.4% -8.5% 2.1%
販管費率 35.6% 47.3% 42.6% 25.8% 55.7% - -
人件費 390 425 461 319 388 352 359

営業利益又は営業損失 1,349 482 887 1,770 242 -664 -501
前年比 - -64.3% 84.0% 99.5% -86.3% - -
営業利益率 71.8% 31.7% 44.5% 74.2% 21.2% - -
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費用の主な項目は預金金利、貸倒関係費、販管費である。BJIは預金が一部の大口顧客に集中していたことから調達コ

ストが割高であったが、CASA比率（Current And Savings Account：普通・当座預金比率）の上昇によって平均預金金

利の低下を図っている。

BJIの業績推移

出所：同社資料よりSR社作成

Jトラストインベストメンツインドネシア（JTII）

同社は2015年6月にPT JTRUST INVESTMENTS INDONESIA（JTII）を設立、同年10月にBJIから不良債権を購入し、当該債

権の管理・回収に特化注力している。JTIIの設立と業務開始は、債権回収を行う専門業者が不足しているインドネシア

で、逸早く業務を開始することで将来の市場拡大を見越して先行者メリットを享受しようという狙いがある。

同社では、日本・韓国で培った債権管理・債権回収のノウハウを融合させて収益機会を捉えんとし、債権管理/回収担

当者を大幅に増員した。なお、現在はBJI以外からも不良債権を買い取っている。

Jトラストオリンピンドマルチファイナンス（JTO）

同社は2018年10月にマルチファイナンス会社のPT OLYMPINDO MULTI FINANCE（OMF、現JTO）の株式60％を取得し

た。OMFは1993年に設立されたマルチファイナンス会社であり、中古車ローンのマルチファイナンス事業を主力業務

とするオートローン業界の老舗である。

JTOは、主力事業の中古車ファイナンスに加え、2018年7月以降、KUBOTA、YANMAR、KIOTI（韓国農機具メーカー）

といった農機具ブランドを扱うディーラーとの業務提携を進め、2019年1月にはPT RUTANと新たな業務提携を結び

ISEKIブランドがラインアップに加わった。しかし、2020年には、新型コロナ感染拡大を受け、農機具ファイナンスと

マイクロファイナンス以外の新規貸付を一旦停止した。2022年4月には、中古車ローン債権をJTIIに譲渡し、農機具フ

ァイナンスに注力する体制にした。

PT TURNAROUND ASSET INDONESIA（TAID)

韓国で知名度の高いTAAの子会社として韓国系金融機関をターゲットとして設立された。事業開始は2021年3月であ

る。現在は韓国系金融機関からの債権買取、回収受託をしているが、今後、 JTIIはこれまで培った経験を活かした不動

産担保ローン、 TAIDは韓国での経験を生かした無担保ローンとにすみ分けて債権買取を行っていく予定である。韓

国・日本で培った個人向け無担保債権の回収ノウハウを活かすべく、個人向け少額債権をターゲットにする。

Jトラストロイヤル銀行（JTRB）

2018年5月に決議していたANZ Royal Bank(Cambodia)Ltd.の株式取得（発行済み普通株式の55.0％）が、2019年8月に完

了した。これにより同行は同社の連結子会社及び特定子会社に該当することとなり、商号を「JTrust Royal Bank Plc.」

（以下、JTRB）に変更した。（連結化は2019年8月より）

カンボジアの銀行市場（2021年12月末時点）は、商業銀行54行と専門銀行10行の計64行で構成され、総資産は244兆

KHR（IUSD=4,074KHR、約8.0兆円）、前期比17.5％増の成長市場である。JTRBの同末時点の資産総額シェアは2.2％、

17年3月期 18年3月期 19年3月期 19年12月期 20年12月期 21年12月期 22年12月期
（百万円） IFRS IFRS IFRS IFRS IFRS IFRS IFRS
銀行業における貸出金 89,630 90,791 63,577 47,520 51,504 80,500 163,960
前年比 - 1.3% -30.0% -25.3% 8.4% 56.3% 103.7%

銀行業における預金 114,081 119,588 123,677 115,752 105,669 149,614 251,739
前年比 - 4.8% 3.4% -6.4% -8.7% 41.6% 68.3%

営業収益 13,573 13,818 11,779 6,710 8,593 8,007 16,045
前年比 - 1.8% -14.8% -43.0% 28.1% -6.8% 100.4%
利息収入/貸出金 - 11.4% 11.7% 7.9% 11.4% 9.8% 12.4%

営業費用 11,871 8,685 11,472 3,897 10,028 8,374 9,961
預金利息 8,080 8,053 7,893 5,613 7,321 6,670 9,389
預金利息/預金 - 6.9% 6.5% 4.7% 6.6% 5.2% 4.7%
貸倒関係費 2,286 -686 1,530 -3,559 486 1,076 28
貸倒関係費/貸出金 - - 2.0% - 1.0% 1.6% 0.0%
その他営業費用 1,505 1,318 2,049 1,843 2,221 628 544

販売費及び一般管理費 4,244 4,905 5,332 4,685 3,826 4,156 4,829
前年比 - 15.6% 8.7% -12.1% -18.3% 8.6% 16.2%
販管費率 31.3% 35.5% 45.3% 69.8% 44.5% 51.9% 30.1%
人件費 1,906 2,158 2,288 1,451 1,922 2,076 2,532
その他経費 2,338 2,747 3,044 3,234 1,904 2,080 2,297

営業利益又は営業損失 -4,149 1,106 -5,901 -276 -5,030 -3,852 1,357
前年比 - - - - - - -
営業利益率 - 8.0% - - - - 8.5%
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銀行市場64行中第12位に位置する。

JTRBの連結後、同社はJTRBの事業戦略をより市場規模や潜在成長力の大きい中位帯の分野にまで拡大していくとした。

2022年12月期末時点のJTRBの貸出残高は128,728百万円であった。

Jトラストロイヤルバンクの業績推移

出所：同社資料よりSR社作成

上記業績データは連結調整前である。

その他の事業（営業収益構成比：4.2％）
同事業は報告セグメントには含まれない事業セグメントである。主にシステム事業、不動産事業が含まれている。シ

ステム事業はJSync（旧Robotシステム）株式会社が同社グループのシステム開発、コンピュータの運用及び管理業務を

行っている。また、Jグランド株式会社が不動産業務を行っている。

Jグランドの2022年12月期の売上高は約3,000百万円、営業利益は約100万円（黒字転換）を計上した。同社のマンシ

ョン販売累計は23棟（2022年12月期）、2023年12月期には61棟・10,800百万円の売上を計画している。2023年2月現

在で約8,000百万円の竣工・販売予定を確保している。

また、同社は2023年2月にミライノベート（不動産事業及び再生可能エネルギー事業、2022年3月期売上高7,300百万

円）の経営統合を果たしており、Jグランドと単純合算で約18,000百万円の売上高となる見通しである。2024年12月期

におけるIPOを計画している。

同社は、2023年12月期第1四半期より、その他の事業に含めていた業務について金額的重要性が増加したため、「不動

産・再生可能エネルギー事業」として区分している。

SW（Strengths, Weaknesses）分析

強み（Strengths）
日本・韓国における事業経験をもとにアジアで先行的な事業展開を行っていること

同社は日本において、消費者金融事業の買収、運営、規制下での対応を経験してきた。そのノウハウは韓国やインドネ

シアあるいはカンボジアの金融ビジネスに受け継がれ、韓国では貯蓄銀行業界第7位（JT親愛貯蓄銀行、JT貯蓄銀行の

合算ベース）の営業基盤を有するに至っている。具体的には2000年代の日本における消費者向け貸出の事業環境変化

と同様に、韓国においても上限金利が引き下げられており、同社は日本での消費者向け貸出事業の経験をもとに同業

他社に先駆けて優良顧客向けに戦略的に低金利商品を提供するなど、先行的な事業戦略を展開してきた。また、韓国に

おけるサービサーTA資産管理の債権管理回収ノウハウには定評があり、同社はインドネシアでのサービサー市場の拡

大を展望し既に開始している（TAID)。東南アジア金融事業は2022年12月期に黒字転換を果たし、インドネシアのBJIが

今後の同社の業績を牽引していくものと期待される。日本で培った貸出・回収などの事業ノウハウを成長著しい東南

アジアにおいて活用できることは同社の強みの一つである。

17年3月期 18年3月期 19年3月期 19年12月期 20年12月期 21年12月期 22年12月期
（百万円） IFRS IFRS IFRS IFRS IFRS IFRS IFRS
銀行業における貸出金 - - - 52,646 69,041 102,116 128,728
前年比 - - - - 31.1% 47.9% 26.1%

銀行業における預金 - - - 64,386 84,085 122,904 142,838
前年比 - - - - 30.6% 46.2% 16.2%

営業収益 - - - 1,733 5,259 7,693 11,739
前年比 - - - - 203.5% 46.3% 52.6%
営業収益/貸出金 - - - - 8.6% 9.0% 10.2%

営業費用 - - - 262 1,462 2,707 4,907
預金利息 - - - 129 1,051 2,530 3,965
預金利息/預金 - - - - 1.4% 2.4% 3.0%
貸倒関係費 - - - 82 261 -9 909
貸倒関係費/貸出金 - - - - 0.4% 0.0% 0.8%
その他営業費用 - - - 51 150 186 33

販売費及び一般管理費 - - - 1,165 3,034 3,562 4,777
前年比 - - - - 160.4% 17.4% 34.1%
販管費率 - - - 67.2% 57.7% 46.3% 40.7%
人件費 - - - 644 1,506 1,762 2,388
その他経費 - - - 521 1,528 1,800 2,389

営業利益又は営業損失 - - - 299 759 1,365 2,041
前年比 - - - - 153.8% 79.8% 49.5%
営業利益率 - - - 17.3% 14.4% 17.7% 17.4%
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韓国・東南アジアにおける銀行業の相対的に高い預貸スプレッド

日本の銀行業は、日本銀行の低金利政策下で預貸スプレッドが1％未満となり本業である預貸ビジネスは苦境に立たさ

れている。一方、Jトラストインドネシア銀行の預貸スプレッドは4.0％、Jトラストロイヤルバンクは4.2％、韓国親愛

貯蓄銀行は6.7％、韓国貯蓄銀行は5.4％である（2022年12月期）。インドネシアやカンボジアの銀行業界の市場成長

率は日本よりも相対的に高く、長期的に見て東南アジアで銀行事業を展開することで相対的に同社の高い利益成長を

期待することができる。

買収の能力

SR社の認識では、同社は評価の低い企業または債権を、簿価を下回る価格で買取り、独自のノウハウやビジネスモデ

ルを組み合わせることで、回収を進める、または有効活用することを得意としている。具体的な例として、旧武富士の

償却済み債権の回収業務などがあげられる。また、2018年3月期第1四半期からIFRSの任意適用を開始したことによ

り、今後の大型のM&Aにおいて日本基準で義務付けられているのれんの定額償却を実施する必要がなくなった。特に

インドネシア事業をはじめ既存ののれんの償却に関しては、IFRS移行によってグループ連結損益のマイナス要因となる

可能性が低いと同社は考えている。同社は、他社に先駆けて企業買収によって新分野を開拓してきた。これは経営陣

の市場分析力と実行力による要因が大きい。具体的には、2012年の韓国の貯蓄銀行業務への進出、2013年のライツ・

オファリングによる資金調達、2014年のインドネシア商業銀行・ムティアラ銀行買収、2019年のカンボジアにおける

商業銀行の買収などが例としてあげられる。

弱み（Weaknesses）
金融規制の影響を受けやすいこと

同社の主要事業である日本金融事業、韓国及びモンゴル金融事業、東南アジア金融事業は規制業種であり、日本金融

事業は貸金業法、サービサー法、韓国及びモンゴル金融事業は貯蓄銀行法、東南アジア金融事業は自己資本規制ほ

か、各種規制を受ける。そのため、同社の業績は規制改定の影響を受け、変動する可能性がある。2014年3月期までは

同社が取り扱っていた国内無担保ローン事業は、貸金業法の改正等の影響によって、同社にとって成長が見込みにくい

事業となり、同社は国内の無担保ローン事業から実質的に撤退している。韓国金融事業においては、引き続き上限金

利の引き下げや家計貸付の総量規制等金融規制が強化されるリスクがある。同社業績を支えてきた韓国金融事業は貸

出残高の増加スピードが鈍化していく方向にあることは否めない。インドネシアではインドネシア金融庁から自己資

本比率14.0％の達成を求められる（2021年12月末のJトラスト銀行インドネシアの自己資本比率は15.6％）。

韓国の2貯蓄銀行の預金調達が定期性預金に依っているために、急激な金利上昇によっ

て一時的に業績が圧迫されやすいこと

韓国及びモンゴル金融事業におけるJT親愛貯蓄銀行およびJT貯蓄銀行の預金調達は主に1年定期（固定金利）で行われて

いる。1年後には市中金利に応じて預金金利を改定できるうえ貸出金利の引き上げも可能ではあるが、急激な市中金利

の上昇によっては一時的に預金調達コストが上昇しやすくなる。実際、2022年12月期第4四半期に見られた韓国におけ

る市中金利の引き上げは、2貯蓄銀行の業績を低下させた。貸出債権のマチュリティに応じた預金調達構造の多様化で

柔軟なALMコントロール体制を敷くことが銀行業には求められる。

事業の急拡大によって人材不足に陥りやすいこと

M&Aのデューディリジェンスの際や買収後の会社運営について、人材不足による課題を伴う可能性があると考えられ

る。同社は、IFRSの適用に備えて経理担当を大幅に採用したほか、M&A人材や内部統制・監査担当などの新規採用に

より人材補強を行っている。しかし、それでも人材不足は引き続き同社の弱みと考えられる。

重要な子会社の状況
同社グループは、同社（Jトラスト株式会社）の下にグループ各社が事業を行うホールディング体制を敷き、事業活動

を展開している。事業セグメントと各事業の主要子会社は以下の通りである。
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2022年12月末現在

過去の業績

2023年12月期第2四半期業績

業績概要

営業収益：53,649百万円（前年同期比59.3％増）（通期予想に対する進捗率：45.5％）

営業利益：8,605百万円（同34.7％減）（同：82.0％）

親会社の所有者に帰属する四半期純利益：16,031百万円（同22.7％増）（同：97.2％）

2023年12月期第2四半期累計期間実績は、営業収益が53,649百万円（前年同期比59.3％増）、営業利益が8,605百万円

（同34.7％減）、税引前利益が10,284百万円（同35.5％減）、親会社の所有者に帰属する四半期純利益は16,031百万円

（同22.7％増）だった。Nexus Bank株式会社の取得に伴う負ののれん発生益を計上した前年同期に比べ減少したが、第

2四半期連結累計期間としては過去2番目の営業利益計上となった。東南アジアにおける銀行業（BJI）が順調に回復・

成長を継続しているうえ、M&Aにより事業ポートフォリオの見直しが進んでいる。

営業収益は前年同期比19,962百万円増（同59.3％増）の53,649百万円だった。増収幅19,962百万円の内訳は、日本金融

事業が同1,609百万円増（同30.9％増）、韓国及びモンゴル金融事業が同7,431百万円増（同48.1％増）、東南アジア金

融事業が同5,068百万円増（同40.5％増）、投資事業が同58百万円減（同35.8％減）、不動産事業が同5,839百万円増

などとなったことによる。JT親愛貯蓄銀行（前第2四半期会計期間より連結化）とJTG証券（同）の業績が期初より貢献

しているうえ、グローベルスの連結化（当第1四半期）により不動産販売収益等が増加した。

営業費用は同19,510百万円増（同113.2％増）となった。JT親愛貯蓄銀行、JTG証券、グローベルスの連結化で営業費用

が増加したうえ、韓国及び東南アジアの貯蓄銀行・銀行において、基準金利の高騰の影響により預金利息費用が増加し

たことによる。また、韓国において貸倒引当金繰入額が増加した。

販売費及び一般管理費は前年同期比4,667百万円増（同35.4％増）の17,845百万円だった。JT親愛貯蓄銀行、JTG証券、

グローベルスの連結化により増加した。

その他の収益・費用は前年同期比354百万円減（同3.6％減）の9,545百万円だった。その他収益では、吸収合併を行っ

たミライノベートの取得により負ののれん発生益（9,328百万円、当第1四半期）を計上した。一方、前年同期に計上し

たJT親愛貯蓄銀行やJTG証券の株式取得により生じた負ののれん発生益（9,868百万円）の反動減があった。

営業利益は前年同期比4,570百万円減（同34.7％減）の8,605百万円だった。減益要因は、不動産事業が同9,353百万円

増、日本金融事業が同174百万円増（同8.3％増）、韓国及びモンゴル金融事業が同13,663百万円減、東南アジア金融事

業が同382百万円増（同160.5％増）、投資事業が同305百万円減、その他の事業が同45百万円増などである。不動産事

業において計上した負ののれん発生益9,328百万円を控除した営業損益は、営業損失723百万円である。

税引前利益は前年同期比5,672百万円減の10,284百万円（同35.5％減）となった。営業利益の同4,570百万円減との差額

1,102百万円減は、金融収益の同1,433百万円減に対し、金融費用の同342百万円減、持分法による投資利益の同11百万

円減による。親会社の所有者に帰属する四半期純利益は、Nexus Bankの吸収合併に伴い繰延税金負債6,548百万円を取

り崩したこと等により、同2,967百万円増（同22.7％増）の16,031百万円となった。同社が国際財務報告基準（IFRS）

に移行（2018年3月期）して以来、第2四半期として過去最高となった。

会社名 出資比率 主な事業内容

株式会社日本保証 100.00% 信用保証事業、金融業

パルティール債権回収株式会社 100.00% 間接所有 債権回収業

J Sync株式会社 100.00% 間接所有 システム事業

Jグランド株式会社 100.00% 間接所有 不動産事業

Jトラストグローバル証券株式会社 100.00% 証券業

Nexus Card株式会社 99.96% 間接所有 クレジット・信販業

JT貯蓄銀行株式会社 100.00% 貯蓄銀行業

TA資産管理貸付株式会社 100.00% 債権回収業

JT親愛貯蓄銀行株式会社 99.96% 間接所有 貯蓄銀行業

J Trust Credit NBFI 100.00% 間接所有 金融業

PT Bank Jtrust Indonesia Tbk. 95.76% 間接所有21.60％ 銀行業

PT JTUST INVESTMENTS INDONESIA 99.90% 間接所有61.33％ 債権回収業

PT JTRUST OLYMPINDO MULTI FINANCE 99.24% 間接所有 マルチファイナンス業

PT TURNAROUND ASSET INDONESIA 100.00% 間接所有 債権回収業

J Trust Royal Bank Plc. 55.00% 銀行業

JTRUST ASIA PTE. LTD. 100.00% 間接所有9.32％ 投資業
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同社は、順調に推移した上期業績を受けて、通期業績予想を上方修正した。修正後の営業収益は118,000百万円（期初

予想比3,000百万円増、前期比43.2％増）、営業利益が10,500百万円（同2,000百万円増、同27.1％減）、税引前利益

が12,500百万円（同3,500百万円増、同26.4％減）、親会社の所有者に帰属する当期利益は16,500百万円（同3,500百

万円増、同30.6％増）である（次章「2023年12月期の見通しおよび中期展望」を参照）。

セグメント別

同社は、2023年2月に株式会社ミライノベート（分譲マンションの開発・販売が主軸、再生可能エネルギー事業などを

展開）を経営統合したことから、2023年12月期第1四半期より不動産・再生可能エネルギー事業としてセグメントを新

設した。しかし、ミライノベート傘下の合同会社5社が保有していた太陽光発電設備を売却したため、報告セグメント

の名称を当第2四半期連結会計期間より「不動産事業」に変更した。

日本金融事業

営業収益：6,820百万円（前年同期比30.9％増）（通期予想に対する進捗率：56.5％）

営業利益：2,271百万円（同8.3％増）（同：39.4％）

日本金融事業では、日本保証を軸に信用保証事業及び債権回収事業（パルティール債権回収を含む）、クレジット・

信販業務（Nexus Card）、金融商品取引業務（JTG証券）を行っている。柱となるアパートローン保証に加え、不動産

担保ローン、クラウドファンディングの保証等、保証商品の多角化も進めている。2022年12月期第2四半期会計期間よ

り、JTG証券およびNexus Cardの業績が連結化された。

営業収益は、JTG証券やNexus Cardの子会社化に伴い、証券業務やクレジット・信販業務に係る手数料収益等が増加し

たことにより前年同期比1,609百万円増（同30.9％増）の6,820百万円となった。増収幅の内訳は日本保証104百万円

増、パルティール債権回収199百万円増、JTG証券914百万円増、Nexus Card413百万円増である（以上、未監査）。

主力の中古アパートローン保証の保証残高が前年同期比約2.3倍の27,800百万円となり、保証残高（保証債務合計）

（218,600百万円、6四半期連続増加）を牽引した。JTG証券・提携銀行・日本保証の協業による「有価証券担保ロー

ン」の預かり資産は3,200百万円となった。IFA事業者の事業拡大支援を行う専門部署を発足させ、2023年7月より業務

を開始した。Nexus Cardでは、メンズ脱毛業界シェアNo.1のメンズクリアからの取扱高が増加（当第2四半期累計期間

における取扱高は前年同期比9.7倍）、割賦売掛金残高が前年同期比5.1倍に拡大した。

営業利益は、JTG証券やNexus Cardの連結取込みにより手数料収益が増加したことで収益が増加した一方、TVCMなど

広告宣伝費をはじめとする営業費用、販売費や一般管理費が増加したことなどにより同174百万円増（同8.3％増）の

2,271百万円となった。また、前年同期のJTG証券取得に伴う負ののれん発生益（148百万円）に対する反動減も含まれ

ている。 なお、増益幅174百万円の内訳は日本保証が営業利益345百万円増、パルティール債権回収が61百万円減、JTG

証券が同64百万円減、Nexus Cardは30百万円増である（以上、未監査）。

韓国及びモンゴル金融事業

営業収益：22,882百万円（前年同期比48.1％増）（通期予想に対する進捗率：46.6％）

営業損失：1,196百万円（前年同期は営業利益12,467百万円）（通期の営業損失予想は240百万円）

韓国において、JT貯蓄銀行およびJT親愛貯蓄銀行（2022年12月期第2四半期会計期間より連結化）が貯蓄銀行業を、TA

資産管理株式会社が不良債権の買取及び回収業務を行っている。2行合算の総資産は韓国貯蓄銀行79行のうち第7位に

相当する規模である（2023年6月現在）。モンゴルにおいて、J Trust Credit NBFIが金融業務を行っている。

営業収益は前年同期比7,431百万円増（同48.1％増）の22,882百万円だった。増収額7,431百万円の内訳は、JT親愛貯蓄

銀行が同6,500百万円増、JT貯蓄銀行が同511百万円増、TA資産管理が同77百万円増（以上、未監査）である。JT親愛貯

蓄銀行が連結対象となったことから貸出金残高が増加、これに伴い利息収益が増加した。しかし、JT親愛貯蓄銀行の貸

出残高は戦略的に抑制運営としており、同行における貸出金残高は前年同期比27,000百万円減（同9.4％減）の

261,500百万円となった。2023年6月末の90日以上延滞債権比率は7.8％に上昇したが、貸出残高の減少によるところが

大きい。一方、JT貯蓄銀行の貸出残高は2023年4月に反転、同年6月末残高は198,800百万円となった。2023年6月末の

90日以上延滞債権比率は5.39％に前月比で低下した。買取債権残高は同31.5％増の2,315百万円だった。

営業損益は前年同期比13,663百万円減の営業損失1,196百万円となった。減益幅13,663百万円の内訳は、JT貯蓄銀行

2,182百万円減、JT親愛貯蓄銀行が1,977百万円減、TA資産管理が284百万円増、負ののれん発生益が9,719百万円減（反

動減）である（以上、未監査）。貯蓄銀行事業においては、韓国での基準金利の引き上げに伴う預金金利の高騰に貸

付金利の引き上げが追い付かず、前第4四半期会計期間以降、利益成長にブレーキがかかった（JT親愛貯蓄銀行の連結

取込による預金残高増に伴う預金利息費用の増加もあった）。また、不良債権処理コスト（貸倒引当金（損失評価引
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当金）繰入額）が増加した。しかし、韓国銀行（韓国の中央銀行）による基準金利の引き上げが既に一段落し調達金

利が低下傾向に転じたこともあって、期初に想定していたほどの営業損失額とはならなかった。同社では、下期からの

業績回復を見込んでいる。

東南アジア金融事業

営業収益：17,575百万円（前年同期比40.5％増）（通期予想に対する進捗率：48.0％）

営業利益：620百万円（同160.5％増）（同：57.5％）

インドネシアにおいて、主にJトラスト銀行インドネシア（PT Bank JTrust Indonesia Tbk.、以下 BJI）が銀行業務を、PT

JTRUST INVESTMENTS INDONESIA（JTII）及びPT TURNAROUND ASSET INDONESIA（TAID）が債権回収業務を行ってい

る。また、カンボジアにおいて、J Trust Royal Bank Plc.（JTRB）が銀行業務を行っている。

営業収益は前年同期比5,068百万円増（同40.5％増）の17,575百万円となった。増収幅5,068百万円の内訳は、BJIが

4,161百万円増、JTRBが1,196百万円増、JTIIが23百万円減である（以上、未監査）。BJIにおける貸出金の増加に伴い利息

収益が増加したうえ、保有有価証券の増加等に伴い利息収益が増加した。

営業利益は前年同期比382百万円増（同160.5％増）の620百万円となった。増益幅382百万円の内訳は、BJIが376百万

円増、JTRBが38百万円増、JTIIが1,026百万円増である（以上、未監査）。調達金利の上昇により預金利息費用が増加し

たものの、市場実勢に合わせて貸出金利を引き上げたことが前年同期比増益に繋がった。

BJI（インドネシア）

BJIの営業収益は前年同期比4,100百万円増の10,500百万円、営業利益は同400百万円増の800百万円だった。同社の上

期計画比では営業収益・営業利益ともに200百万円上振れた。

預金残高は2023年6月末時点で283,600百万円、うち8割程度が定期預金である。流動性預金の獲得により預金調達費

用の引下げを図っている。2023年6月現在の預金調達コストは5.39％と、インドネシアの政策金利5.75％を下回る水準

で推移している。

一方、貸出残高増加は、国営企業や財閥企業など大企業向け貸出戦略が奏功し、好調に推移している。貸出残高は

2023年6月末で210,500百万円と前年同期比42.0％増となった。金利上昇を見込んだ調達コストの増加に見合った貸出

金利の引き上げを行っている。同行の貸出業務については、2020年1月以降、経営体制を刷新しリスクマネジメントを

強化、2021年第4四半期会計期間以降、貸出ポートフォリオの入替が進んだ。厳格な審査体制を維持しつつ、積極的に

貸出増強策を推進している。債権の不良化抑制と回収により不良債権金額の削減に加え、全貸出残高の増加もあり不

良債権比率（グロス）は1.6％（2023年5月末基準のインドネシア銀行業界の平均は2.5％）、貸倒引当金を考慮したネ

ット不良債権比率は1.18％に抑制できている。

BJIは、2021年第4四半期以降、日系企業との業務提携により住宅ローン事業を拡大している。同社では、2021年11月以

降、日系・非日系企業と業務提携を行っている。2023年6月末現在、BJIが住宅ローンを提携する提携先プロジェクトは

20カ所（17社）となった。

また、業務提携を通じて重機ローンにも注力している。2022年7月に神戸製鋼所グループのPT Daya Kobelco

Construction Machinery Indonesia（コベルコインドネシア） と重機のファイナンス投資商品販売で業務提携した。同年

8月には、日立建機株式会社傘下のインドネシア法人PT Hexindo Adiperkasa（ヘキシンド・アディペルカサ）と重機販

売に係る業務提携契約を締結した。同年10月には、AstraグループのPT United Tractors Tbk（コマツの独占販売代理店）

と提携している。2023年6月現在、重機ローン残高は前四半期比54％増の約35億円へ増加した。

BJIについて同社は、戦略的パートナーシップを結べる業務提携や資本提携を模索する一方、財務的に苦しい金融機関

からの債権買取やM&Aを検討している。

JTRB（カンボジア）

JTRBの営業収益は前年同期比1,200百万円増の6,300百万円、営業利益は同不変の300百万円だった。営業収益は上期計

画線で着地したものの、営業利益は貸倒損失引当金の繰り入れなどにより計画を300百万円下回った。新預金商品の販

売などで流動性確保を優先し預金残高は増加（2023年6月末の預金残高は161,300百万円）した。一方、経済の低迷な

どにより資金需要が低調、銀行業界全体でも不良債権が増加しており、貸出残高は戦略的に抑制的な運営を行った

（2023年6月末で137,693百万円）。当面、調達金利上昇に見合った貸出プライシングを前提にした残高伸長と不良債

権の回収強化を図る方向である。

不動産事業
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営業収益：6,300百万円（前年同期は461百万円）（通期予想に対する進捗率：32.3％）

営業利益：9,308百万円（前年同期は営業損失45百万円）（同：93.3％）

当第2四半期より不動産事業にセグメント名称を変更した。主にJグランド、グローベルス及びライブレントが国内での

不動産事業を行っており、Prospect Asset Management, Inc.が米国ハワイ州での不動産事業を行っている。

営業収益は前年同期比5,839百万円増の6,300百万円だった。2023年2月に株式会社グローベルス、同年5月にライブレ

ントがそれぞれ子会社となったことや、Jグランドにおいて当第1四半期から不動産販売収益を計上したことによる。J

グランドが不動産賃貸管理業のライブレントを完全子会社化したことにより、収益不動産の用地仕入・設計・施工・

販売・ローン付に加えて賃貸管理をワンストップで提供できる体制を構築した。当第2四半期会計期間の営業収益の内

訳は、Jグランドが1,890百万円、グローベルスが924百万円であった。営業利益については、ミライノベートの吸収合

併に伴い負ののれん発生益9,328百万円を計上した結果、9,308百万円のセグメント利益（前年同期は45百万円のセグメ

ント損失）となった。

投資事業

営業収益：104百万円（前年同期比35.8％減）

営業損失：960百万円（前年同期は営業損失655百万円）

投資事業については、主にJトラストアジアが投資事業及び投資先の経営支援を行っている。訴訟費用の削減に努めた

が、営業損失960百万円を計上した。

その他の事業

営業収益：289百万円（前年同期比10.7％増）

営業利益：65百万円（同225.0％増）

その他の事業では、主にJ Sync（旧 Robotシステム）が同社グループのシステム開発、コンピュータの運用及び管理業

務を行っている。

2023年12月期第1四半期業績

業績概要

営業収益：26,136百万円（前年同期比111.6％増）（通期予想に対する進捗率：22.7％）

営業利益：9,293百万円（同365.3％増）（同：109.3％）

親会社の所有者に帰属する四半期純利益：9,124百万円（同147.7％増）（同：70.2％）

2023年12月期第1四半期実績は、営業収益が26,136百万円（前年同期比111.6％増）、営業利益が9,293百万円（同

365.3％増）、税引前利益が9,966百万円（同146.1％増）、親会社の所有者に帰属する四半期純利益は9,124百万円（同

147.7％増）だった。営業利益及び税引前利益は第1四半期の過去最高となるとともに通期計画を当第1四半期で達成し

た。四半期純利益も第1四半期の過去最高となった。

2023年12月期において順調なスタートとなったのは、東南アジアにおける銀行事業の成長と不動産事業及び再生可能

エネルギー事業を行う株式会社ミライノベートの吸収合併（2023年2月）などの影響が大きい。前期では「その他の事

業」に区分していたが、金額的重要性が増加したため、当第1四半期から新セグメント「不動産・再生可能エネルギー

事業」とした。日本基準によって会計処理を行っていたミライノベートの資産及び負債をIFRSにより調整したため、

9,328百万円の負ののれん発生益を計上している。

営業収益は前年同期比13,785百万円増の26,136百万円。増収要因は、日本金融事業が同895百万円増、東南アジア金融

事業が同2,516百万円増、韓国及びモンゴル金融事業が同7,041百万円増、不動産・再生可能エネルギー事業が同3,270

百万円増などである。日本金融事業におけるJTG証券、韓国金融事業におけるJT親愛貯蓄銀行、不動産・再生可能エネ

ルギー事業におけるグローベルスなど、連結取込みにより前年同期比で増収となった。

営業利益は前年同期比7,296百万円増（同365.3％増）の9,293百万円だった。増益要因は、不動産・再生可能エネルギ

ー事業が同9,307百万円増、日本金融事業が同304百万円減、韓国及びモンゴル金融事業が同1,753百万円減、東南アジ

ア金融事業が同211百万円増、投資事業が同218百万円増、その他の事業が同46百万円増などである（金融3事業の営業

利益（負ののれん控除後）は前四半期（2022年12月期第4四半期会計期間）358百万円から当第1四半期1,020百万円に

改善）。不動産・再生可能エネルギー事業については、ミライノベートの取得により生じた負ののれん発生益（9,328
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百万円）を計上したことが大きい。なお、負ののれん控除後の営業損益は前期比1,939百万円減の営業損失35百万円で

ある。

税引前利益は前年同期比5,916百万円増の9,966百万円（同146.1％増）となった。営業利益の同7,296百万円増との差額

1,380百万円減（＝5,916百万円増ー7,296百万円増）は、金融収益の同1,852百万円減に対し、金融費用の同388百万円

減、持分法による投資利益の同84百万円増による。親会社の所有者に帰属する四半期純利益は同5,441百万円増（同

147.7％増）の9,124百万円となった。

2023年12月期第1四半期は通期予想に対して好調なスタートとなった。同社によれば、東南アジア金融事業で当第1四

半期会社計画比2,300百万円の上振れ、韓国及びモンゴル金融事業で同1,000百万円の上振れとなったとしている。ま

た、不動産・再生可能エネルギー事業で計上した負ののれん発生益は9,328百万円と、約1,000百万円上振れた。しか

し、同社は業績修正を行わなかった。同社では、第1四半期が終わったばかりでありもう少し様子をみたいとしてい

る。

セグメント別

日本金融事業

営業収益：3,053百万円（前年同期比41.5％増）（通期予想に対する進捗率：27.1％）

営業利益：879百万円（同25.7％減）（同：15.2％）

日本金融事業では、日本保証を軸に信用保証事業及び債権回収事業（パルティール債権回収を含む）、クレジット・

信販業務（Nexus Card）、金融商品取引業務（JTG証券）を行っている。柱となるアパートローン保証に加え、不動産

担保ローン、クラウドファンディングの保証等、保証商品の多角化も進めている。2022年12月期第2四半期会計期間よ

り、JTG証券およびNexus Cardの業績が連結化された。

営業収益は、JTG証券やNexus Cardの子会社化に伴い、証券業務やクレジット・信販業務に係る手数料収益等が増加し

たことにより前年同期比895百万円増（同41.5％増）の3,053百万円となった。内訳は日本保証1,476百万円、パルティ

ール債権回収795百万円、JTG証券726百万円、Nexus Card192百万円である（以上、未監査）。Nexus Cardでは、メン

ズ脱毛業界シェアNo1のメンズクリアからの取扱高が増加、割賦売掛金残高が前年同期比3.9倍に拡大した。

営業利益は、JTG証券やNexus Cardの連結取込みにより手数料収益が増加したことで収益が増加した一方、TVCMなど

広告宣伝費をはじめとする営業費用、販売費や一般管理費が増加したことなどにより同304百万円減（同25.7％減）の

879百万円となった。また、前年同期のJTG証券取得に伴う負ののれん発生益（148百万円）に対する反動減も含まれて

いる。 なお、営業利益879百万円の内訳は日本保証が営業利益857百万円、パルティール債権回収が営業利益270百万

円に対し、JTG証券は営業損失171百万円、Nexus Cardは営業損失10百万円である（以上、未監査）。

アパートローン保証に加え中古アパートローン、不動産担保ローン、リバースモーゲージに対する保証、不動産買取保

証など、保証商品の多角化を推進している。Jグランド（旧 日本ファンディング）が販売する投資用高級一棟マンショ

ン（吉祥寺、三軒茶屋など東京城南・城西地区に限定した「J-ARCシリーズ」4～8億円/物件）の投資者（購入者）

に、提携金融機関が供与する融資債権に保証を付与する業務を開始（2022年8月開始）した。土地の仕入れから建築、

投資家の開拓、販売、ローン保証実行まで一気通貫で案件サポートする。2023年1月には博多不動産販売株式会社が運

営するクラウドファンディングに対する買取保証提携を締結した。2023年3月末の保証債務総合計は2,127億円、2020

年11月に開始した中古アパートローンの保証残高が239億円（2023年3月末）である。

韓国及びモンゴル金融事業

営業収益：11,261百万円（前年同期比166.8％増）（通期予想に対する達成率：22.8％）

営業損失：578百万円（前年同期は営業利益1,175百万円）（通期の営業損失予想は1,432百万円）

韓国において、JT貯蓄銀行およびJT親愛貯蓄銀行（2022年12月期第2四半期会計期間より連結化）が貯蓄銀行業を、TA

資産管理貸付株式会社が不良債権の買取及び回収業務を行っている。2行合算の総資産は韓国貯蓄銀行79行のうち第7

位に相当する規模である（2022年12月現在）。モンゴルにおいて、J Trust Credit NBFIが金融業務を行っている。

営業収益は前年同期比7,041百万円増（同166.8％増）の11,261百万円だった。増収額7,041百万円の内訳は、JT親愛貯蓄

銀行が同6,571百万円増、JT貯蓄銀行が同145百万円増、TA資産管理が同33百万円増（以上、未監査）である。JT親愛貯

蓄銀行が連結対象となったことが大きい。また、貸出金残高の増加に伴い貯蓄銀行業務における利息収益が増加し

た。銀行業における貸出金残高は前年同期比209,333百万円増（同113.8％増）の393,232百万円となった。買取債権残

高は同12.3％増の1,960百万円だった。
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営業損益は前年同期比1,753百万円減の営業損失578百万円となった。JT貯蓄銀行が営業利益357百万円、JT親愛貯蓄銀

行が営業損失976百万円、TA資産管理が営業損失20百万円である（以上、未監査）。貯蓄銀行事業においては、韓国で

の基準金利の引き上げに伴う預金金利の高騰に貸付金利の引き上げが追い付かず、前第4四半期会計期間以降、利益成

長にブレーキがかかった（JT親愛貯蓄銀行の連結取込による預金残高増に伴う預金利息費用の増加もあった）。また、

不良債権処理コスト（貸倒引当金（損失評価引当金）繰入額）が増加した。しかし、韓国銀行（韓国の中央銀行）に

よる基準金利の引き上げが既に一段落し調達金利が低下傾向に転じたこともあって、期初に想定していたほどの営業損

失額とはなっておらず、同社では、当期後半からの業績回復を見込んでいる。

東南アジア金融事業

営業収益：8,293百万円（前年同期比43.6％増）（通期予想に対する進捗率：22.9％）

営業利益：719百万円（同41.5％増）（通期予想は営業損失466百万円）

インドネシアにおいて、主にJトラスト銀行インドネシア（PT Bank JTrust Indonesia Tbk.、以下 BJI）が銀行業務を、PT

JTRUST INVESTMENTS INDONESIA（ JTII）及びPT TURNAROUND ASSET INDONESIA（TAID）が債権回収業務を、PT

JTRUST OLYMPINDO MULTI FINANCE（JTO）が農機具ローン等のファイナンス業務を行っている。また、カンボジアに

おいて、J Trust Royal Bank Plc.（JTRB）が銀行業務を行っている。

営業収益は前年同期比2,516百万円増（同43.6％増）の8,293百万円となった。営業収益の内訳はBJIが前年同期比1,906

百万円増の4,887百万円、JTRBが同665百万円増の3,115百万円、JTIIが同140百万円増の181百万円、JTOが同217百万円減

の52百万円などである（以上、未監査）。BJIにおける貸出金の増加に伴い利息収益が増加したうえ、保有有価証券の

増加等に伴い利息収益が増加した。

営業利益は前年同期比211百万円増（同41.5％増）の719百万円となった。前年同期に黒字転換してから着実に成長して

いる。営業収益の増加に加えてBJIにおける審査体制の見直しなどにより貸出債権のリスク低下が図れたことや、預金

金利低下による資金調達コストが減少した結果、前年同期で改善が図れた。

BJI（インドネシア）

BJIの営業収益は前年同期比63.9％増の4,887百万円、営業利益は同99.0％増の593百万円だった（以上、未監査）。BJI

は2022年3月期通期で黒字転換した。貸出残高は2023年3月末で175,361百万円と前年同期比67.5％増となった。2020

年1月以降、経営体制を刷新しリスクマネジメントを強化、2021年第4四半期会計期間以降、貸出ポートフォリオの入

替が進んだ。厳格な審査体制を維持しつつ、積極的に貸出増強策を推進している。債権回収による不良債権金額の削

減に加え、全貸出残高の増加もあり不良債権比率（グロス）は1.73％（2022年12月末基準のインドネシア銀行業界の

平均は2.4％）、貸倒引当金を考慮したネット不良債権比率は1.24％に抑制できている。

一方、預金残高は2023年3月末時点で218,100百万円、うち8割程度が定期預金である。流動性預金の獲得により預金調

達費用の引下げを図っている。2023年3月現在の預金調達コストは5.03％と、インドネシアの政策金利5.75％を下回る

水準で推移している。

BJIは、2021年第4四半期以降、日系企業との業務提携により住宅ローン事業を拡大している。同社では、2021年11月以

降、以下の日系・非日系企業と業務提携を行っている。2023年3月末現在、BJIが住宅ローンを提携する提携先プロジェ

クトは20カ所（17社）となった。

2022年2月：戸建て分譲住宅で国内シェア首位の飯田グループホールディングス（東証PRM、3291）傘下の子会

社現地法人であるPT.HAJIME INDONESIA JAYAと住宅販売に係る業務提携契約を締結した。

2022年3月：株式会社ダックス（本社福岡市）傘下のインドネシア子会社であるPT.Dax Jaya Indonesiaと住宅販売

に係る業務提携契約を締結した。

2022年年6月：阪急阪神不動産株式会社とインドネシアの不動産デベロッパーであるSpringhillグループのPT

NHLとの合弁会社であるPT Springhill Mizumi Serpongと、首都ジャカルタ近郊での住宅開発事業について、住宅

販売に係る業務提携契約を締結した。

2022年8月：CREED GROUPの合弁会社であるPT Jababeka Creed ResidenceとJABABEKA RESIDENCEの住宅販売に

係る業務提携契約を締結した。

2022年11月：三菱商事グループのPT.Pakuan.Tbkと西ジャワ州デポックで開発する「SHILA AT SAWANGAN」の住

宅販売に係る業務提携契約を締結した。

2023年2月～3月：インドネシア大手不動産開発事業者Jababeka GroupのPT PP (Persero) 社が西ジャワ州チカラン

市で開発する「Riverview Residence - Tower Mahakam」、インドネシア大手不動産開発業者GREEN WOODS

GROUPのPT.Green Woods Bali Graha/PT.Bali Sakanti社他がバリ島で開発する「Damara Village Alaya」及び

「Damara Village Jimbaran Hijau」、飯田グループの株式会社アーネストワン現地法人のPT.IONE HOME

INDONESIA社がロンボク島で開発する「HIKARI GARDEN RESIDENCE」、３月にはインドネシア大手不動産開
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発業者Alam Sutera Groupがバンテン州タンゲラン市で開発する「AYODHYA」「Alam Sutera」「Suvarn Sutera」

の住宅ローンについて提携契約を締結した。

また、BJIは業務提携を通じて重機ローンにも注力している。2022年7月に神戸製鋼所グループのPT Daya Kobelco

Construction Machinery Indonesia（コベルコインドネシア） と重機のファイナンス投資商品販売で業務提携した。同年

8月には、日立建機株式会社傘下のインドネシア法人PT Hexindo Adiperkasa（ヘキシンド・アディペルカサ）と重機販

売に係る業務提携契約を締結した。同年10月には、AstraグループのPT United Tractors Tbk（コマツの独占販売代理店）

と提携している。2023年3月現在、重機ローン残高は前期末比4倍の約20億円へ増加した。

BJIについて同社は、戦略的パートナーシップを結べる業務提携や資本提携を模索する一方、財務的に苦しい金融機関

からの債権買取やM&Aを検討している。

JTRB（カンボジア）

JTRBの営業収益は前年同期比27.1％増の3,115百万円、営業利益は同1.5％減の545百万円だった（以上、未監査）。新預

金商品の販売などで足元の預金残高は増加傾向を示している。貸出残高は2023年3月末で前年同期比16.6％増の

130,386百万円となった。カンボジアの銀行業界は年率15～20％で成長を続けているが、JTRBでは預貸バランスを考慮

した貸出残高計画によりやや抑制的な運営となっている。延滞債権比率は2023年3月現在で2.31％と前期末2.05％から

上昇したが、低水準である。新規顧客層、特に大企業との取引拡大に注力しており、富裕層向け商品やネットバンキ

ングサービスの拡充に注力している。同社では、2024年12月期には新型コロナウイルス感染拡大前（JTRB買収前）の

業績水準を回復したいとしている。2023年3月に本社・本店をKramoun Sarに移転した。

JTO・JTII

JTOについては、新型コロナウイルス禍により事業環境が悪化しており、支店統廃合、不動産売却等のリストラ策を実

施した。農機具関連の貸付債権を保有・管理することに集中させ、一部債権はJTIIに移転させている。JTOでは農機具融

資のみの取扱いとなっているため残高減少が継続しているJTIIでは、JTOから譲受した債権を含め回収金の最大化を図

る。また、不良債権増加で市場拡大が見込まれるため、他社債権の買取による収益機会の拡大を探っている。

不動産・再生可能エネルギー事業

営業収益：3,424百万円（前年同期は154百万円）（通期予想に対する進捗率：19.2％）

営業利益：9,270百万円（前年同期は営業損失37百万円）（同：104.8％）

2022年12月期までその他の事業に区分されていたが、金額的重要性が増加したため、当第1四半期より新たなセグメン

ト「不動産・再生可能エネルギー事業」として区分した。主にＪグランド株式会社及び株式会社グローベルスが国内

での不動産事業を行っており、Prospect Asset Management, Inc.が米国ハワイ州での不動産事業を行っている。再生可

能エネルギー事業としては、ミライノベートより太陽光発電事業を引き継ぎ、太陽光発電設備の運営や太陽光発電プロ

ジェクトへの投資を行っている。

営業収益は3,424百万円だった。株式会社グローベルスが2023年2月から子会社となったことや、Ｊグランド株式会社

において当第1四半期に不動産販売収益を計上したことによる。営業収益の内訳は、Jグランドが660百万円、グローベ

ルスが2,700百万円であった。営業利益については、ミライノベートの吸収合併に伴い負ののれん発生益9,328百万円

を計上した結果、9,270百万円のセグメント利益（前年同期は37百万円のセグメント損失）となった。

なおJグランドは不動産賃貸管理業のライブレントを完全子会社化した（2023年5月）。これにより、収益不動産の用

地仕入・設計・施工・販売・ローン付に加えて賃貸管理をワンストップで提供できる体制を構築した。

投資事業

営業収益：92百万円（前年同期比23.0％増）

営業損失：204百万円（前年同期は営業損失422百万円）

投資事業については、主にJトラストアジアが投資事業及び投資先の経営支援を行っている。営業損失は訴訟費用の削

減に努めた結果、前年同期比で半減した。

その他の事業

営業収益：136百万円（前年同期比4.6％減）

営業利益：56百万円（同436.8％増）
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その他の事業では、主にJ Sync（旧 Robotシステム）が同社グループのシステム開発、コンピュータの運用及び管理業

務を行っている。営業収益は136百万円、営業利益は56百万円だった。

2022年12月期通期実績

業績概要

営業収益：82,419百万円（前期比94.7％増）（修正通期予想に対する達成率：104.3％）

営業利益：14,399百万円（同173.7％増）（同：110.8％）

親会社の所有者に帰属する当期純利益：12,632百万円（同10倍超）（同：105.3％）

2022年12月期通期実績は、営業収益が82,419百万円（前期比94.7％増、前期実績を遡及修正して比較）、営業利益が

14,399百万円（同173.7％増）、税引前利益が16,995百万円（同188.1％増）、親会社の所有者に帰属する当期純利益は

12,632百万円（同10倍超）だった。営業収益及びすべての利益項目で修正通期予想を達成した。営業利益は過去最高

となった。

営業収益は前期比40,094百万円増の82,419百万円である。増収要因は、日本金融事業が同1,993百万円増、東南アジア

金融事業が同12,376百万円増、韓国及びモンゴル金融事業が同23,645百万円増、その他の事業が同2,585百万円増とな

った一方、投資事業が同416百万円減、調整額（セグメント控除）が同88百万円増となったことによる。JTG証券、

Nexus Card、韓国のJT親愛貯蓄銀行が当第2四半期会計期間から連結化されたうえ、東南アジア金融事業において銀行

業における貸出金残高が増加し利息収入が好調に推移した。

営業利益は前期比9,139百万円増の14,399百万円と、過去最高となった。増益要因は、日本金融事業が同657百万円減、

韓国及びモンゴル金融事業が同11,229百万円増（JT親愛貯蓄銀行の子会社化が寄与、負ののれん益）、東南アジア金融

事業が同6,430百万円増（黒字転換）、投資事業が同7,650百万円減（シンガポールでの訴訟判決の影響が剥落）、そ

の他の事業が同228百万円減、調整額が同195百万円増、全社費用が同180百万円増となったことによる。東南アジア金

融事業は通期で黒字転換した。

但し、日本金融事業及び韓国金融事業で発生した負ののれん発生益を控除した営業利益は前期比729百万円減の4,531

百万円である。金融3事業の営業利益は前期比17,002百万円増（＝₋657百万円+11,229百万円+6,430百万円）の18,426

百万円、負ののれん発生益控除後で同7,134百万円増の8,558百万円（負ののれん発生益は日本金融事業148百万円、韓

国及びモンゴル金融事業9,719百万円の計9,868百万円）である。

税引前利益は前期比11,096百万円増の16,995百万円（同188.1％増）となった。営業利益の同9,139百万円増との差額

1,957百万円増（＝11,096百万円増ー9,139百万円増）は、金融収益の同357百万円減に対し、金融費用の同2,117百万円

減、持分法による投資利益の同197百万円増による。

親会社の所有者に帰属する当期純利益は同11,509百万円増の12,632百万円となった。同社のIFRS移行後では、過去最高

となった。JT親愛貯蓄銀行の留保利益に係る税効果を計上した一方、Nexus Bankの上場廃止に伴い株式を公正価値で再

測定した結果、評価益が発生した。また、HSホールディングス株式の売却に伴って、売却損を計上したものの、それ

を上回る前期税効果会計の戻しが発生した。加えて、円安進行で外貨建て資産負債の評価替えによる為替差益を計上し

たことなどによる。

同社及び株式会社ミライノベート（分譲マンションの開発・販売が主軸、再生可能エネルギー事業などを展開）は、

2022年11月14日付で両社の経営統合を決議し合併契約を締結した（吸収合併存続会社：同社、吸収合併消滅会社：ミ

ライノベート、上場廃止予定）。同社では、2023年12月期以降に不動産事業（不動産セグメントを新設予定）の拡大

を目指すとともに、信用保証事業とのシナジーを追求したいとしている。

セグメント別

日本金融事業

営業収益：11,774百万円（前期比20.4％増）（修正通期予想に対する達成率：124.6％）

営業利益：3,931百万円（同14.3％減）（同：105.1％）

日本金融事業では、日本保証を軸に信用保証事業及び債権回収事業（パルティール債権回収を含む）、クレジット・

信販業務（Nexus Card）、金融商品取引業務（JTG証券）を行っている。柱となるアパートローン保証に加え、不動産

担保ローン、クラウドファンディングの保証等、保証商品の多角化も進めている。当第2四半期会計期間より、JTG証券

およびNexus Cardの業績が連結化された。
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営業収益は、買取債権における利息収益が減少（簿価修正益の減少などによる）した一方、JTG証券及びNexus Cardの

連結取込みで手数料収益が増加したことから前期比1,993百万円増（同20.4％増）の11,774百万円となった。営業利益

は、JTG証券やNexus Cardの連結取込みにより、証券業務やクレジット・信販業務における手数料収益が増加したこと

などにより収益が増加した一方、販売費や一般管理費も増加したことなどにより同657百万円減（同14.3％減）の3,931

百万円となった。なお、同事業の営業利益には、JTG証券の取得に伴う148百万円の負ののれん発生益が含まれてい

る。  

2022年12月末の保証残高合計は2,096億円、2020年11月に開始した中古アパートローンの保証残高が205億円（2022

年12月末）と、同社計画（145億円）を上回るペースで積みあがった。2022年7月には株式会社東和銀行（東証PRM

8558）と保証提携を開始し、提携先金融機関は10機関となった。

アパートローン保証に代わり中古アパートローン、不動産担保ローン、リバースモーゲージに対する保証、不動産買取

保証など、保証商品の多角化を推進している。日本保証の100％子会社Jグランド（旧 日本ファンディング）が販売す

る投資用高級一棟マンション（吉祥寺、三軒茶屋など東京城南・城西地区に限定した「J-ARCシリーズ」4～8億円/物

件）の投資者（購入者）に、提携金融機関が供与する融資債権に保証を付与する業務を開始（2022年8月26日開始）し

た。土地の仕入れから建築、投資家の開拓、販売、ローン保証実行まで一気通貫で案件サポートする。投資家に魅力

的な利回りを提供すべく、金融機関との協力によりキャッシュフロー拡大の仕組みづくりに注力している。

韓国及びモンゴル金融事業

営業収益：38,451百万円（前期比159.7％増）（修正通期予想に対する達成率：101.3％）

営業利益：14,437百万円（同350.0％増）（同：110.7％）

韓国において、JT貯蓄銀行およびJT親愛貯蓄銀行（当第2四半期会計期間より連結化）が貯蓄銀行業を、TA資産管理貸付

株式会社が不良債権の買取及び回収業務を行っている。2行合算の総資産は韓国貯蓄銀行79行のうち第7位に相当する

規模である（2022年9月現在）。モンゴルにおいて、J Trust Credit NBFIが金融業務を行っている。

営業収益は前期比23,645百万円増の38,451百万円だった。JT親愛貯蓄銀行が連結対象となったことに加えて、貸出金残

高の増加に伴い貯蓄銀行業務における利息収益が増加した。銀行業における貸出金残高は前期比149.3％増の414,626百

万円となった。営業貸付金残高は前期比3.2％増の1,691百万円となった。買取債権残高は同14.1％増の1,996百万円だっ

た。営業利益は、Nexus Bankとの株式交換により負ののれん発生益9,719百万円を計上したこと等により前期比11,229

百万円増の14,437百万円となった。負ののれん発生益を除いた事業ベースの営業利益でも同約1,510百万円の増益とな

った。

東南アジア金融事業

営業収益：29,173百万円（前期比73.7％増）（修正通期予想に対する達成率：105.7％）

営業利益：58百万円（前期は営業損失6,372百万円）（通期予想は営業損失268百万円）

インドネシアにおいて、主にJトラスト銀行インドネシア（PT Bank JTrust Indonesia Tbk.、以下 BJI）が銀行業務を、PT

JTRUST INVESTMENTS INDONESIA（ JTII）及びPT TURNAROUND ASSET INDONESIA（TAID）が債権回収業務を、PT

JTRUST OLYMPINDO MULTI FINANCE（JTO）が農機具ローン等のファイナンス業務を行っている。また、カンボジアに

おいて、J Trust Royal Bank Plc.（JTRB）が銀行業務を行っている。

営業収益は前期比12,376百万円増（同73.7％増）の29,173百万円となった。BJIにおける貸出金の増加に伴い利息収益が

増加したうえ、保有有価証券の増加等に伴い利息収益が増加した。営業利益は58百万円と、前期の営業損失6,372百万

円から通期で黒字転換した。営業収益の増加に加えてBJIにおける審査体制の見直しなどにより貸出債権のリスク低下

が図れたことや、預金金利低下による資金調達コストが減少した結果、前期に比べ大幅な改善が図れた。

BJI（インドネシア）

BJIの通期における営業収益は前期比約8,000百万円増の約15,800百万円だった。営業損益は同約5,400百万円増の約

1,100百万円だった。BJIは2022年3月に単月黒字に転換、通期でも黒字を計上した。貸出残高は2022年12月末で

163,960百万円と前期比103.7％増となった。2020年1月以降、経営体制を刷新しリスクマネジメントを強化、2021年

第4四半期会計期間以降、貸出ポートフォリオの入替が進んだ。債権回収による不良債権金額の削減に加え、全貸出残

高の増加もあり不良債権比率（グロス）は1.80％、貸倒引当金を考慮したネット不良債権比率は1.38％に抑制できてい

る。

一方、預金残高は2020年6月をボトムに増加基調にある。2022年12月末時点で約218,100百万円となった。うち8割超

が定期預金である。小口預金や新規口座獲得を通じて預金調達費用の引下げを図り金利収益改善が継続している。

2022年12月の預金調達コストは4.7％と、政策金利の引き上げの影響で前月比上昇したものの、低水準にある。同社が
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インドネシアの銀行業務に参入した直後の2015年1月の9.30％と比べると、預金調達コストは半減している。小口預金

の獲得に注力しており、新規口座獲得件数も増加した。

BJIは、2021年第4四半期以降、日系企業との業務提携により住宅ローン事業を拡大している。2022年12月末の住宅ロ

ーン残高は前期比35.5％増と、インドネシアにおける住宅ローンの平均伸び率7％を大きく上回る。同社では、2021年

11月以降、以下の日系企業と業務提携を行った。

2022年2月：戸建て分譲住宅で国内シェア首位の飯田グループホールディングス（東証PRM、3291）傘下の子会

社現地法人であるPT.HAJIME INDONESIA JAYAと住宅販売に係る業務提携契約を締結した。

2022年3月：株式会社ダックス（本社福岡市）傘下のインドネシア子会社であるPT.Dax Jaya Indonesiaと住宅販売

に係る業務提携契約を締結した。

2022年年6月：阪急阪神不動産株式会社とインドネシアの不動産デベロッパーであるSpringhillグループのPT

NHLとの合弁会社であるPT Springhill Mizumi Serpongと、首都ジャカルタ近郊での住宅開発事業について、住宅

販売に係る業務提携契約を締結した。

2022年8月：CREED GROUPの合弁会社であるPT Jababeka Creed ResidenceとJABABEKA RESIDENCEの住宅販売に

係る業務提携契約を締結した。

2022年11月：三菱商事グループのPT.Pakuan.Tbkと西ジャワ州デポックで開発する「SHILA AT SAWANGAN」の住

宅販売に係る業務提携契約を締結した。

また、BJIは業務提携を通じて重機ローンにも注力している。2022年7月に神戸製鋼所グループのPT Daya Kobelco

Construction Machinery Indonesia（コベルコインドネシア） と重機のファイナンス投資商品販売で業務提携した。同年

8月には、日立建機株式会社傘下のインドネシア法人PT Hexindo Adiperkasa（ヘキシンド・アディペルカサ）と重機販

売に係る業務提携契約を締結した。

BJIについて同社は、戦略的パートナーシップを結べる業務提携や資本提携を模索する一方、財務的に苦しい金融機関

からの債権買取やM&Aを検討している。実際、PT Asuransi Jiwa Sequis Financial（インドネシアの財閥グループである

GSKグループと日本生命保険相互会社の合弁である PT Asuransi Jiwa Sequis Life の100%子会社）と包括的業務提携を締

結している。

JTO・JTII

JTOについては、新型コロナウイルス禍により事業環境が悪化しており、支店統廃合、不動産売却等のリストラ策を実

施した。農機具関連の貸付債権を保有・管理することに集中させ、一部債権はJTIIに移転させている。JTOの営業貸付金

残高は前期比50.1％減の767百万円となった。JTOでは農機具融資のみの取扱いとなっているため残高減少が継続して

いる。また、 JTIIとTAIDの合計買取債権残高は2022年12月末で前期比2,147百万円増の27,192百万円となった。JTOから

一部債権譲受したことによる。JTIIでは、JTOから譲受した債権を含め回収金の最大化を図る。また、不良債権増加で市

場拡大が見込まれるため、他社債権の買取による収益機会の拡大を探っている。

JTRB（カンボジア）

預金残高は増加基調にあり、貸出残高は2022年12月末で前期比26.1％増の128,728百万円となった。カンボジアの銀行

業界は年率15～20％で成長を続けており、同社の貸出残高も法人向貸出を中心に伸長している。延滞債権比率は通期

で2.05％と上昇したが、低水準である。一部大口先で延滞が発生したことによる。預金調達コストは米国金利上昇の

影響から3.5％と上昇したが、低水準である。新規顧客層、特に大企業との取引拡大に注力しており、富裕層向け商品

やネットバンキングサービスの拡充に注力している。同社では、2024年12月期には新型コロナウイルス感染拡大前

（JTRB買収前）の業績水準を回復したいとしている。

投資事業

営業収益：226百万円（前期比64.8％減）

営業損失：2,205百万円（前期は営業利益5,445百万円）

投資事業については、主にJトラストアジアが投資事業及び投資先の経営支援を行っている。減収減益となったのは、

前期にシンガポールにおいて、Jトラストアジアが提起していた控訴裁判所における訴訟の勝訴判決の一部履行を受け

たことの反動減である。

その他の事業

その他の事業では、主にJ Sync（旧 Robotシステム）が同社グループのシステム開発、コンピュータの運用及び管理業

務、Jグランド株式会社が不動産業務を行っている。営業収益は3,463百万円（前期比294.4％増）、営業利益は202百万

円（同53.0％減）だった。営業収益の増収はJグランドにおける不動産事業が貢献している。
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トピックス

ミライノベートの吸収合併

同社は、2022年11月14日、株式会社ミライノベート（分譲マンションの開発・販売が主軸、再生可能エネルギー事業

などを展開）との経営統合を決議し合併契約を締結した（吸収合併存続会社：同社、吸収合併消滅会社：ミライノベ

ート、上場廃止予定）。効力発生日は2023年2月1日である。ミライノベートは時価総額にほぼ匹敵する現預金130億円

を保有しており、純資産を下回る評価での合併比率により吸収合併することで、同社グループの流動性を効率的に向

上できる。主力の不動産事業を拡大することで、同社の日本金融事業における信用保証残高の積上げに資するものと

みられる。

2022年12月期第3四半期累計期間実績

業績概要

営業収益：56,480百万円（前年同期比84.4％増）（修正通期予想に対する進捗率：71.5％）

営業利益：12,649百万円（同61.6％増）（同：97.3％）

親会社の所有者に帰属する四半期利益：11,985百万円（同398.3％増）（同：99.9％）

2022年12月期第3四半期累計期間実績は、営業収益が56,480百万円（前年同期比84.4％増、前年同期実績を遡及修正し

て比較）、営業利益が12,649百万円（同61.6％増）、税引前利益が15,738百万円（同88.3％増）、親会社の所有者に帰

属する四半期利益は11,985百万円（同398.3％増）だった。親会社の所有者に帰属する四半期純利益は、同社が2018年

3月期にIFRSに移行して以来、第3四半期連結累計期間の利益としては過去最大となった。また、ミライノベート（東

証STD、3528）を吸収合併、2023年12月期以降に不動産事業の拡大を目指すとともに、信用保証事業とのシナジーを

追求する。

営業収益は前年同期比25,856百万円増の56,480百万円。増収要因は、日本金融事業が同1,537百万円増、東南アジア金

融事業が同8,452百万円増、韓国及びモンゴル金融事業が同15,555百万円増、その他の事業が同773百万円増となった

一方、投資事業が同359百万円減、調整額（セグメント控除）が同102百万円増となったことによる。JTG証券、Nexus

Card、韓国のJT親愛貯蓄銀行が当第2四半期会計期間から連結化されたうえ、東南アジア金融事業において銀行業にお

ける貸出金残高が増加し利息収入が好調に推移した。

営業利益は前年同期比4,822百万円増の12,649百万円と、第3四半期連結累計期間の利益としては過去最大となった。増

益要因は、日本金融事業が同376百万円減、韓国及びモンゴル金融事業が同9,075百万円増、東南アジア金融事業が同

3,719百万円増、投資事業が同7,603百万円減、その他の事業が同21百万円増、調整額が同6百万円減、全社費用が同8百

万円増となったことによる。東南アジア金融事業ではJトラスト銀行インドネシアが黒字を計上した。韓国及びモンゴ

ル金融事業でも、Nexus Bankとの株式交換により発生した負ののれん発生益7,576百万円を計上（当第2四半期会計期

間）したうえ、貯蓄銀行業務が好調に推移した。負ののれん益を除いた金融3事業の営業利益は当第3四半期累計期間

で8,201百万円（＝金融3事業の営業利益15,870百万円－負ののれん発生益7,669百万円（＝93百万円＋7,576百万円））

と、前年同期比4,749百万円増（同137.6％増）となった。

税引前利益は前年同期比7,378百万円増の15,738百万円（同88.3％増）となった。営業利益の同4,822百万円増との差額

2,556百万円増（＝7,378百万円増ー4,822百万円増）は、金融収益の同1,545百万円増に対し、金融費用の同527百万円

減、持分法による投資利益485百万円増による。

親会社の所有者に帰属する四半期利益は同9,580百万円増の11,985百万円となった。JT親愛貯蓄銀行の留保利益に係る

税効果を計上した一方、Nexus Bankの上場廃止に伴い株式を公正価値で再測定した結果、評価益が発生した。また、

HSホールディングス株式の売却に伴って、売却損を計上したものの、それを上回る前期税効果会計の戻しが発生し

た。加えて、円安進行で外貨建て資産負債の評価替えによる為替差益を計上したことなどにより、IFRS移行後の第3四

半期累計期間の利益として過去最大となった。

セグメント別

日本金融事業

営業収益：8,391百万円（前年同期比22.4％増）（修正通期予想に対する進捗率：88.8％）

営業利益：3,253百万円（同10.4％減）（同：87.0％）
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日本金融事業では、日本保証を軸に信用保証事業及び債権回収事業（パルティール債権回収を含む）、クレジット・

信販業務（Nexus Card）、金融商品取引業務（JTG証券）を行っている。柱となるアパートローン保証に加え、不動産

担保ローン、クラウドファンディングの保証等、保証商品の多角化も進めている。当第2四半期会計期間より、JTG証券

およびNexus Cardの業績が加算されている。

営業収益は、買取債権における利息収益が減少した一方、JTG証券及びNexus Cardが連結対象となりそれぞれの営業収

益が加算されたことから前年同期比1,537百万円増（前年同期比22.4％増）の8,391百万円となった。営業利益は、買取

債権に将来回収予測の見直しに伴い貸倒引当金（損失評価引当金）を計上したことや、金融商品取引業において外国

為替売買・換算損を計上したこと等により同376百万円減（同10.4％減）の3,253百万円となった。前年同期比で減少

したが、業績は同社計画を上回って推移している。なお、同事業の営業利益には、JTG証券の取得に伴う93百万円の負

ののれん発生益が含まれている。  

2022年9月末の保証残高合計は2,070億円、2020年11月に開始した中古アパートローンの保証残高が147億円（2022年

9月末）と、同社計画119億円を上回るペースで積みあがっており、増加基調に転じている。2022年7月には株式会社東

和銀行（東証PRM 8558）と保証提携を開始し、提携先金融機関は11機関となった。

アパートローン保証残高の積み上げに向けて、日本保証の100％子会社Jグランド（旧 日本ファンディング）が販売す

る投資用高級一棟マンション（吉祥寺、三軒茶屋など東京城南・城西地区に限定した「J-ARCシリーズ」4～8億円/物

件）の投資者（購入者）に、提携金融機関が供与する融資債権に保証を付与する業務を開始（2022年8月26日開始）し

た。土地の仕入れから建築、投資家の開拓、販売、ローン保証実行まで一気通貫で案件サポートする。投資家に魅力

的な利回りを提供すべく、金融機関との協力によりキャッシュフロー拡大の仕組みづくりに注力している。2022年9月

末現在、2023年12月期竣工予定物件の販売総額は既に約70億円となるなど、年間100億円の保証残高を積み上げる体

制を構築中である。

韓国及びモンゴル金融事業

営業収益：26,606百万円（前年同期比140.8％増）（修正通期予想に対する進捗率：70.1％）

営業利益：11,879百万円（同323.6％増）（同：91.1％）

韓国において、JT貯蓄銀行株式会社が貯蓄銀行業を、TA資産管理貸付株式会社が不良債権の買取及び回収業務を行って

いる。また、Nexus Bankとの株式交換により、2022年4月に取得したJT親愛貯蓄銀行も貯蓄銀行業を行っている（当第

2四半期会計期間より連結化）。モンゴルにおいて、J Trust Credit NBFIが金融業務を行っている。

営業収益は前年同期比15,555百万円増の26,606百万円、セグメント利益は同9,075百万円増の11,879百万円となった。

JT親愛貯蓄銀行が連結対象となったことに加えて、貸出金残高の増加に伴い貯蓄銀行業務における利息収益が増加し

た。銀行業における貸出金残高は前年同期比200.1％増の421,148百万円となった。営業貸付金残高は前年同期比3.1％

減の1,707百万円となった。買取債権残高は同5.7％増の1,673百万円だった。営業利益は、Nexus Bankとの株式交換に

より負ののれん発生益7,576百万円を計上したこと等により前年同期比9,075百万円増の11,879百万円となった。負のの

れん発生益を除いた事業ベースの営業利益でも同約1,500百万円の増益となった。

東南アジア金融事業

営業収益：20,526百万円（前年同期比70.0％増）（修正通期予想に対する進捗率：74.4％）

営業利益：738百万円（前年同期は営業損失2,981百万円）（通期予想は営業損失268百万円）

インドネシアにおいて、主にJトラスト銀行インドネシア（PT Bank JTrust Indonesia Tbk.、以下 BJI）が銀行業務を、PT

JTRUST INVESTMENTS INDONESIA（ JTII）及びPT TURNAROUND ASSET INDONESIA（TAID）が債権回収業務を、PT

JTRUST OLYMPINDO MULTI FINANCE（JTO）が農機具ローン等のファイナンス業務を行っている。また、カンボジアに

おいて、J Trust Royal Bank Plc.（JTRB）が銀行業務を行っている。

営業収益は前年同期比8,452百万円増（同70.0％増）の20,526百万円となった。BJIにおける貸出金の増加に伴い利息収

益が増加したうえ、保有有価証券の増加等に伴い利息収益が増加した。営業利益は738百万円と、前年同期の営業損失

2,981百万円から黒字転換した。営業収益の増加に加えて、BJIにおける預金金利低下による資金調達コストの減少、経

費削減効果などによる。

同社は、2022年4月、Nexus Bank株式会社との間で株式交換を行った。Nexus Bankの連結子会社であるSAMURAI

TECHNOLOGY株式会社、Nexus Card株式会社、JT親愛貯蓄銀行株式会社が同社の連結子会社となった。これによ

り、韓国及びモンゴル金融事業は貯蓄銀行2行体制となった。2行合算の総資産は韓国貯蓄銀行79行のうち第7位に

相当する規模である。
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BJI（インドネシア）

BJIの営業損益は、2022年1～2月は営業損失を計上したが、3月に単月黒字転換し、第2四半期会計期間（4～6月）およ

び第3四半期会計期間（7～9月）連続で黒字を継続、当第3四半期累計期間でも黒字計上するに至った。同社は、期初

時点で通期での黒字を目指すとしてきたが、黒字額拡大局面に移行したとしている。

BJIの貸出残高は2022年9月末で約167,300百万円。同社貸出計画を前倒しで積みあがっている。2020年1月以降、経営

体制を刷新しリスクマネジメントを強化しており、2021年第4四半期会計期間以降、貸出ポートフォリオの入替が進ん

でいる。債権回収による不良債権金額の削減に加え、全貸出残高の増加もあり不良債権比率（グロス）は2.18％、貸倒

引当金を考慮したネット不良債権比率は1.53％に抑制できている。

一方、預金残高は2020年6月をボトムに増加基調にある。小口預金や新規口座獲得を通じて預金調達費用の引下げを図

り金利収益改善が継続している。2022年9月の預金調達コストは4.24％と、政策金利の引き上げの影響で前月比上昇し

たものの、低水準にある。同社がインドネシアの銀行業務に参入した直後の2015年1月の9.30％と比べると、預金調達

コストは半減している。大口預金に頼らず、小口預金の獲得に注力しており、新規口座獲得件数も増加した。

BJIは、2022年2月、戸建て分譲住宅で国内シェア首位の飯田グループホールディングス（東証PRM、3291）傘下の子会

社現地法人であるPT.HAJIME INDONESIA JAYAと住宅販売に係る業務提携契約を締結した。同年3月には、株式会社ダッ

クス（本社福岡市）傘下のインドネシア子会社であるPT.DAX JAYA INDONESIAと住宅販売に係る業務提携契約を締結し

た。さらに同年6月、阪急阪神不動産株式会社（本社大阪市）とインドネシアの不動産デベロッパーであるSpringhillグ

ループのPT NHL（本社ジャカルタ）との合弁会社であるPT Springhill Mizumi Serpongと、首都ジャカルタ近郊での住

宅開発事業について、住宅販売に係る業務提携契約を締結した。同社では、今後も日系大手デベロッパーとの業務提携

の他、インドネシアの大手デベロッパー とも業務提携を予定しているとした。

そのほか、PT Daya Kobelco Construction Machinery Indonesia（コベルコインドネシア） と重機のファイナンス投資商

品販売で業務提携、日立建機株式会社傘下のインドネシア法人PT Hexindo Adiperkasa（ヘキシンド・アディペルカサ）

と重機販売に係る業務提携契約を締結した。

BJIについて同社は、戦略的パートナーシップを結べる業務提携や資本提携を模索する一方、財務的に苦しい金融機関

からの債権買取やM&Aを検討している。実際、PT Asuransi Jiwa Sequis Financial（インドネシアの財閥グループである

GSKグループと日本生命保険相互会社の合弁である PT Asuransi Jiwa Sequis Life の100%子会社）と包括的業務提携を締

結している。

Warta Ekonomi（ワルタエコノミー）はBJIを2022年度インドネシア・ベスト・バンクに選出した。シナジー強化と事業

セグメントの拡大が評価された模様である。BJIの活性化が進んでいる。

JTO・JTII

JTOについては、新型コロナウイルス禍により事業環境が悪化しており、支店統廃合、不動産売却等のリストラ策を実

施した。農機具関連の貸付債権を保有・管理することに集中させ、一部債権はJTIIに移転させている。
JTIIとTAIDの合計

買取債権残高は2022年9月末で前年同期比2,803百万円増の28,907百万円となった。JTOから一部債権譲受したことによ

る。JTIIでは、JTOから譲受した債権を含め回収金の最大化を図る。また、不良債権増加で市場拡大が見込まれるため、

他社債権の買取による収益機会の拡大を探っている

JTRB（カンボジア）

預金残高は増加基調にあり、貸出残高は2022年9月末で前年同期比48.9％増の141,657百万円となった。カンボジアの

銀行業界は年率15～20％で成長を続けており、同社の貸出残高も法人向貸出を中心に伸長している。当第3四半期累計

期間において延滞債権比率が1.92％と上昇したが、一部大口先で延滞が発生したことによる。預金調達コストは米国金

利上昇の影響から3.2％と上昇したが低水準である。新規顧客層、特に大企業との取引拡大に注力しており、富裕層向

け商品やネットバンキングサービスの拡充に注力している。同社では、2024年12月期には新型コロナウイルス感染拡

大前（JTRB買収前）の業績水準を回復したいとしている。

投資事業

営業収益：209百万円（前年同期比63.2％減）

営業損失：1,575百万円（前年同期は営業利益6,028百万円）

投資事業については、主にJトラストアジアが投資事業及び投資先の経営支援を行っている。減収減益となったのは、

前年同期にシンガポールにおいて、Jトラストアジアが提起していた控訴裁判所における訴訟の勝訴判決の一部履行を

受けたことの反動減である。
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その他の事業

その他の事業では、主にRobotシステム（現 J Sync）が同社グループのシステム開発、コンピュータの運用及び管理業

務、Jグランド（旧 日本ファンディング）株式会社が不動産業務を行っている。営業収益は1,269百万円（前年同期比

155.8％増）、営業損失は1百万円（前年同期は営業損失22百万円）だった。営業収益の増収はJグランド（旧 日本ファ

ンディング）における不動産事業が貢献している。

トピックス

資産1兆円超え：当第3四半期末の総資産は1,097,139百万円となった。

ミライノベートの吸収合併

同社及び株式会社ミライノベート（分譲マンションの開発・販売が主軸、再生可能エネルギー事業などを展開）は、

2022年11月14日付で両社の経営統合を決議し合併契約を締結した（吸収合併存続会社：同社、吸収合併消滅会社：ミ

ライノベート、上場廃止予定）。効力発生日は2023年2月1日を予定している。ミライノベートは時価総額にほぼ匹敵

する現預金130億円を保有しており、純資産を下回る評価での合併比率により吸収合併することで、同社グループの流

動性を効率的に向上できる。主力の不動産事業を拡大することで、同社の日本金融事業における信用保証残高の積上

げに資するものとみられる。

損益計算書

出所：会社データよりSR社作成

2009年3月期から2014年3月期

2009年3月期の営業収益は4,946百万円、営業利益は240百万円であったが、2014年3月期には営業収益は61,926百万

円、営業利益は13,745百万円まで増加した。

2013年3月期までは国内の金融事業を中心にM&Aによって事業を拡大し、営業収益および営業利益の伸びが連結の業績

を牽引した。この間に、2006年1月の最高裁判決に端を発する利息返還請求、2006年12月の改正貸金業法成立、2010

年6月の出資法上限金利の引き下げ、および総量規制導入などによって、経営不振となる同業他社が多い中、同社は積

極的にM&Aを推進した。具体的には、ステーションファイナンス（2009年3月）、ロプロ（2010年9月）、KCカード

（2011年8月）、更生会社武富士の消費者向け貸付業務（2012年3月）を取得し、子会社化した。

2012年10月には韓国で貯蓄銀行業を開始し、JT親愛貯蓄銀行を設立、韓国の金融事業は2013年3月期は初期投資費用に

よって営業損失となった。しかし、2014年3月期には国内金融事業が減収減益となる中で、韓国の金融事業が増収増益

となり、営業利益は13,745百万円となった。

損益計算書 17年3月期 18年3月期 19年3月期 19年12月期 20年12月期 21年12月期 22年12月期
（百万円） IFRS基準 IFRS基準 IFRS基準 IFRS基準 IFRS基準 遡及修正後 IFRS基準 IFRS基準
営業収益 66,453 74,321 74,935 24,728 32,652 39,387 42,325 82,419
前年比 - 11.8% 0.8% - - - 7.5% 94.7%

営業費用 38,116 47,451 78,253 16,054 17,653 20,787 23,017 46,099
販売費及び一般管理費 26,431 26,870 28,488 18,926 19,643 20,898 21,560 31,075
営業収益販管費比率 39.8% 36.2% 38.0% 76.5% 60.2% 53.1% 50.9% 37.7%

その他の収益 1,254 2,239 366 5,215 602 619 8,731 10,488
その他の費用 2,552 222 1,159 93 709 723 1,218 1,332
営業利益 606 4,759 -32,600 -5,130 -4,752 -2,403 5,260 14,399
前年比 - 685.3% -785.0% - - - - 173.7%
営業利益率 0.9% 6.4% - - - - 12.4% 17.5%

金融収益 282 47 1,612 76 2,052 2,052 3,020 2,663
金融費用 1,320 1,895 110 472 278 268 2,728 611
持分法による投資利益 347 544
持分法による投資損失 -2 -12 -36 - - - - -
税引前利益又は税引前損失 -433 2,898 -31,135 -5,526 -2,978 -619 5,899 16,995
前年比 - - - - - - - 188.1%
税引前利益率 - 3.9% - - - - 13.9% 20.6%

法人所得税費用 1,136 1,012 2,753 1,275 7,145 7,765 2,311 3,553
継続事業からの当期損失 -1,570 1,885 -33,888 -6,802 -10,123 -8,384 3,587 13,441
非継続事業からの当期利益 504 3,047 4,108 2,369 -2,646 -18
当期純利益又は当期純損失 -1,065 -731 -36,676 -3,754 -6,014 -6,014 941 13,422
前年比 - - - - - - - -

親会社の所有者に帰属する

当期利益又は当期損失

-1,270 -731 -36,107 -3,260 -5,342 -5,342 1,123 12,632

前年比 - - - - - - - -
利益率（マージン） - - - - - - 2.7% 15.3%
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2014年3月期から2020年12月期

2013年7月にライツ・オファリングにより、976億円の資金を調達し、同社は海外事業の拡大を推進した。韓国におい

て、貯蓄銀行の買収を進め、事業を拡大するとともに、2014年11月にはJトラスト銀行インドネシアを買収し、インド

ネシアの銀行業に参入した。

その後は、韓国およびインドネシアの貸倒引当金処理によって、損失を繰り返すこととなった。2015年3月期には、韓

国の貸倒引当および不良債権処理によって営業損失となった。2016年3月期は韓国は黒字化したものの、Jトラスト銀

行インドネシアの取得に伴うのれん償却額の計上や貸倒引当金繰入額の積み増し等により、営業損失を継続した。続

く2017年3月期もJトラスト銀行インドネシアの貸倒引当金を主要因として、営業損失となった（日本基準の場合）。

2018年3月期は、投資事業が評価損によって損失となったが、Jトラスト銀行インドネシアが営業収益の増加、貸倒引

当金繰入額の減少などによって黒字化し、連結の営業利益も黒字化した（IFRSベース）。2019年3月期にはJトラスト銀

行インドネシアの不良債権処理、投資事業の貸倒引当金繰入等によって、営業損失32,600百万円を計上した。決算期

変更に伴い9ヵ月の変則決算となった2019年12月期は、営業損失5,130百万円を計上した。

2020年12月期は、引き続き東南アジア金融事業が損失を計上した。親会社の所有者に帰属する当期純損失は、5,342百

万円となった。Nexus Bankの株式関連評価益を1,890百万円計上したものの、Nexus Bank株式に係る繰延税金負債の計

上により法人所得税費用を6,529百万円計上したこと、非継続事業からの当期利益に、Jトラストカード及びJT親愛貯蓄

銀行に係る支配の喪失による損失を1,350百万円計上したことなど、一時的な要因が重なったことが大きい。

2021年12月期以降

2021年12月期は、前期の営業損失計上から黒字転換した。同行では、2021年12月期の営業利益5,260百万円から一過性

要因を除けば、約1,200百万円がベース利益となると試算している。

2022年12月期は、営業収益が82,419百万円（前期比94.7％増、前期実績を遡及修正して比較）、営業利益が14,399百

万円（同173.7％増）、税引前利益が16,995百万円（同188.1％増）、親会社の所有者に帰属する当期純利益は12,632百

万円（同10倍超）だった。営業収益及びすべての利益項目で修正通期予想（2022年8月発表）を達成、営業利益は過去

最高となった。
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貸借対照表

出所：会社データよりSR社作成

キャッシュフロー計算書

出所：会社データよりSR社作成

*表の数値が会社資料とは異なる場合があるが、四捨五入により生じた相違であることに留意。

貸借対照表 17年3月期 18年3月期 19年3月期 19年12月期 20年12月期 21年12月期 22年12月期
（百万円） IFRS基準 IFRS基準 IFRS基準 IFRS基準 IFRS基準 IFRS基準 IFRS基準
資産

現金及び預金 80,666 84,723 87,150 81,913 60,593 74,648 131,960
営業債権及びその他の債権 78,416 92,723 106,735 113,942 87,599 44,345 50,226
銀行業における有価証券 30,459 37,159 46,599 52,805 14,176 40,471 94,740
銀行業における貸出金 311,480 343,400 326,234 370,174 118,159 338,593 680,949
証券業に関連する資産 27,432
営業投資有価証券 21,494 3,242 2,855 1,895 505 274 305
有価証券 144 208 1,179 721 24,354 27,139 2,566
その他の金融資産 38,066 46,300 33,416 40,893 18,451 28,554 54,018
持分法で会計処理している投資 168 144 126 118 5,841 6,132 6,626
たな卸資産 6,848 6,937 6,742 7,285 42 1,358 4,120
売却目的で保有する資産 4,199 1,807 2,310 1,102 156,515 679 859
有形固定資産合計 5,622 3,028 5,119 9,871 6,032 7,708 10,592
投資不動産 2,249 610 916 2,309 - - -
のれん 32,140 29,578 33,508 35,901 28,290 30,260 30,839
無形資産 3,459 3,087 3,790 7,461 4,620 4,078 12,667
繰延税金資産 1,476 1,502 2,373 934 824 923 624
その他の資産 2,971 2,505 9,317 4,053 4,454 5,463 7,396
資産合計 619,865 656,961 668,377 731,384 530,462 610,631 1,115,927

負債

営業債務及びその他の債務 8,110 9,811 14,613 16,137 14,888 14,657 13,856
銀行業における預金 364,462 403,509 437,010 483,402 184,239 437,755 864,547
証券業に関連する負債 25,187
売買目的で保有する資産に直接関連する負債 - - - - 141,109 - -
社債及び借入金 72,139 78,727 86,002 85,105 67,803 26,939 39,749
その他の金融負債 8,182 5,272 13,383 19,911 9,425 11,837 23,895
未払法人所得税等 1,205 629 1,215 977 483 1,411 1,073
引当金 2,128 353 1,114 1,214 724 253 614
繰延税金負債 759 850 1,076 1,865 7,327 8,085 10,152
その他の負債 6,963 7,029 3,233 3,864 2,003 1,746 4,500
負債合計 463,952 506,184 557,650 612,478 428,004 502,685 983,578
資本金 53,630 53,638 54,760 54,760 54,760 90 90
資本剰余金 52,743 52,713 53,844 54,082 54,261 99,088 103,920
自己株式 -7,685 -7,685 -7,685 -7,685 -7,685 -7,685 -7,690
その他の資本の構成要素 2,091 -1,854 -3,170 -4,219 -7,273 -4,281 -128
利益剰余金 49,504 47,555 6,424 3,040 -2,212 8,459 21,073
親会社の所有者に帰属する持分合計 150,284 144,366 104,173 99,977 91,599 95,670 117,264
非支配持分 5,628 6,409 6,554 18,928 10,858 12,275 15,084
資本合計 155,913 150,776 110,727 118,905 102,458 107,945 132,348
負債及び資本合計 619,865 656,961 668,377 731,384 530,462 610,631 1,115,927
有利子負債合計 72,139 78,727 86,002 85,105 67,803 26,939 39,749
ネット・デット -8,527 -5,996 -1,148 3,192 7,210 -47,709 -92,211

キャッシュフロー計算書 17年3月期 18年3月期 19年3月期 19年12月期 20年12月期 21年12月期 22年12月期
（百万円） IFRS基準 IFRS基準 IFRS基準 IFRS基準 IFRS基準 遡及修正後 IFRS基準 IFRS基準
営業活動によるキャッシュフロー (1) -12,413 4,581 18,831 -20,829 6,813 6,813 15,408 49,518
税引前利益又は税引前損失 -433 2,898 -31,135 -357 2,953 -619 5,899 16,995
非継続事業からの税引前利益又は税引前損失 3,572 -2,675 -18
減価償却費 2,636 2,456 1,535 2,767 4,013 4,013 2,791 4,532
営業債権及びその他の債権の増減額 -10,805 -11,644 497 840 20,618 20,618 -1,227 -1,268
銀行業における預金の増減額 86,236 49,354 39,554 -13,724 25,583 25,583 89,804 136,491
銀行業における貸出金の増減額 -87,500 -42,789 -5,395 -17,559 -48,361 -48,361 -77,316 -89,032
法人税等の支払額 -1,922 -2,231 -2,332 -2,574 -2,333 -2,333 -1,685 -2,752
投資活動によるキャッシュフロー(2) -4,468 -7,603 -15,190 15,431 -8,422 -8,422 -10,002 -9,121
有形固定資産及び投資不動産


の取得による支出
-1,843 -1,474 -1,941 -1,636 -514 -514 -2,629 -794

有形固定資産及び投資不動産

の売却による収入

1,162 270 48 737 303 303 588 671

無形資産の取得による支出 -1,537 -794 -1,983 -2,312 -634 -634 -301 -519
銀行業における有価証券の


取得による支出
-102,457 -106,170 -105,252 -74,266 -142,954 -142,954 -30,051 -54,501

銀行業における有価証券の

売却による収入

73,739 97,229 95,565 67,529 142,062 142,062 15,140 17,330

銀行業における有価証券の

償還による収入

24,984 984 5,869 1,331 10,355 10,355 2,403 6,836

FCF (1+2) -16,881 -3,022 3,641 -5,398 -1,609 -1,609 5,406 40,397
財務活動によるキャッシュフロー 10,612 7,798 -525 18 -8,638 -8,638 -6,129 7,289
短期借入金の純増減額 -4,635 4,112 -4,929 -770 -2,555 -2,555 -3,502 -395
短期社債の純増減額 14,959 5,915 -5,487 -4,251 -5,868 -5,868 7,164 -
長期借入金の返済による支出 -10,751 -18,938 -26,946 -20,349 -33,583 -33,583 -30,866 -8,830
長期借入れによる収入 26,189 17,850 31,964 23,344 35,678 35,678 23,842 17,391
社債の償還による支出 -7,446 -6,577 -5,956 -6,371 -16,012 -16,012 -9,808 -150
社債の発行による収入 470 7,060 9,540 10,050 15,024 15,024 7,647 400
自己株式の取得による支出 -7,279 - - - - - - -5
配当金の支払額 -1,401 -1,235 -1,236 -105 -105 -105 - -105
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その他情報
沿革

トップマネジメント
代表取締役社長　最高執行役員

藤澤　信義（ふじさわ のぶよし）

1970年1月17日生

年月 概要

2009年3月 阪急電鉄株式会社よりステーションファイナンス（現日本保証）の全株式を取得

2010年9月 ロプロ（現日本保証）の全株式を取得し、連結子会社化

2011年8月 楽天株式会社より、KCカード（旧楽天KC株式会社）の株式97.76%を取得し、連結子会社化
2012年3月 更生会社武富士（現更生会社TFK株式会社）の消費者向貸付に関する業務を吸収分割の方式により、ロプロ（現日本保証）に承継
2012年4月 同社を完全親会社、株式会社ネクストジャパンホールディングスを完全子会社とする株式交換を実施し、同社の連結子会社とした

2012年6月 アドアーズを連結子会社化

2012年7月 NLHD株式会社より、JTインベストメント（旧ネオラインホールディングス株式会社）の全株式を取得し、連結子会社化
2012年10月 韓国貯蓄銀行の許可を取得し、貯蓄銀行業に参入し、JT親愛貯蓄銀行を設立
2013年7月 ライツ・オファリング（ノンコミットメント型/上場型新株予約権の無償割当て）により、976億円の資金調達を実施
2013年10月 東南アジアへの進出拠点としてJトラストアジアPTE.LTD.をシンガポールに設立
2014年3月 ケージェイアイおよびハイキャピタルの全持分及び全株式を取得し、連結子会社化

2014年11月 インドネシアにおいて、インドネシア預金保険機構よりPT
Bank Mutiara Tbk.（現 PT Bank JTrust Indonesia Tbk.）の株式（99.0%）を取得
し、連結子会社

2015年1月 KCカードのクレジットカード事業等を会社分割の方式により、KCカード子会社であるケーシー（現
ワイジェイカード）に承継させた後、
ケーシーの全株式をヤフー及びソフトバンク・ペイメント・サービスに売却。また、KCカードの商号をJトラストカードに変更

2015年1月 韓国において、韓国スタンダードチャータード金融持株より韓国スタンダードチャータード貯蓄銀行の全株式を取得し、連結子会社、商号

をJT貯蓄銀行に変更

2015年3月 韓国において、韓国スタンダードチャータード金融持株より韓国スタンダードチャータードキャピタルの全株式を取得し、連結子会社、商
号をJTキャピタルに変更

2015年6月 JTRUST ASIA
PTE.LTD.の子会社として、インドネシアにPT JTRUST INVESTMENTS INDONESIAを設立。

2017年10月
アドアーズ株式会社の総合エンターテインメント事業、不動産事業の一部及びその他の事業（外貨両替所事業）を会社分割（吸収分割）の

方式により、アドアーズ分割準備株式会社に承継するとともに、商号をアドアーズ社は株式会社KeyHolderに、アドアーズ分割準備社はアド
アーズ株式会社に変更。

2018年3月 アドアーズ社の全株式を株式会社ワイドレジャーに譲渡し、連結の範囲から除外。

2018年5月 ジャパンポケット株式会社より、自動車ローン事業をおこなうキャピタルコンティネントインベストメント社（現J
Trust Credit NBFI）の全
株式を取得し、モンゴルに進出

2018年10月 インドネシアにおいて、JTRUST
ASIA PTE.LTD.がPT OLYMPINDO MULTI FINANCE（現　PT JTRUST OLYMPINDO MULTI
FINANCE）の
株式を取得するとともに、第三者割当増資により発行される新株式を引き受け（合計60％）連結子会社化

2019年8月 カンボジアにおいて、ANZ Royal
Bank(Cambodia) Ltd.の株式取得を完了、同月より連結子会社化

2020年11月 Nexus
Bank㈱を株式交換完全親会社、Ｊトラストカード㈱を株式交換完全子会社とする株式交換を実施し、同社及び同社子会社であるＪＴ
親愛貯蓄銀行㈱を連結の範囲から除外。

2021年8月 JTキャピタル(株)の全株式を譲渡し、連結範囲から除外。

2022年3月 HSホールディングス株式会社よりエイチ・エス証券株式会社（現 Jトラストグローバル証券）の全株式を取得し、同社の連結子会社とす
る。

2022年4月 同社を株式交換完全親会社とする株式交換を実施し、Nexus Card（株）、JT親愛貯蓄銀行（株）およびSAMURAI TECHNOLOGY（株）を
同社の連結子会社とする。

2022年4月 東京証券取引所による市場区分の見直しに伴い、スタンダード市場に移行。

2023年2月 株式会社ミライノベートを吸収合併

2023年4月 Nexus Bank株式会社を吸収合併
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大株主

出所：会社データよりSR社作成

*持株比率は自己株式数を控除して算出

*2022年12月末現在

株主還元
同社は、適正な利益還元を経営の最重要課題とし、将来の経営環境や業界動向を総合的に勘案しながら、積極的な利

益還元を図ることを基本方針としている。2022年12月期の期末配当金は1株あたり10円とした。また、2023年2月14日

には、株主優待制度を再開することを発表した。3月末時点の保有株数と保有期間により、株式会社オリーブスパのト

リートメントチケット（22,000円相当）を贈呈するほか、株式会社クリアグループが運営する各施設の金券（3月末基

準は金券3万円×2枚、9月末基準は金券3万円×4枚）を贈呈する内容であり、3月末時点および9月末時点の株主を対象

に実施する。

配当

2023年12月期の配当予想については、6月30日を基準日として第2四半期配当金1株あたり1円、12月31日を基準日とし

て期末配当金1株あたり13円、年間14円を予想している。

2007年8月 かざか債権回収株式会社（現
パルティール債権回収株式会社）代表取締役会長

2008年6月 Jトラスト代表取締役会長

株式会社マスワーク（現
株式会社グローベルス）取締役

2010年6月 同社取締役

アドアーズ株式会社（現
株式会社KeyHolder）取締役

2010年10月 同社取締役最高顧問

2011年5月 アドアーズ株式会社（現
株式会社KeyHolder）代表取締役会長
2011年6月 同社代表取締役社長

2013年10月 J TRUST ASIA PTE. LTD.
代表取締役社長（現任）
2014年1月 親愛貯蓄銀行株式会社（現 JT親愛貯蓄銀行）会長
2014年5月 アドアーズ株式会社（現 株式会社KeyHolder）取締役会長
2014年9月 LCD Global Investments LTD.（現 AF
Global Limited.）取締役
2015年3月 JTキャピタル株式会社（現　Aキャピタル株式会社）理事会長

2015年6月
同社代表取締役社長 最高執行役員


PT JTRUST
INVESTMENTS INDONESIA代表理事
アドアーズ株式会社（現
株式会社KeyHolder）取締役 

2017年3月 株式会社デジタルデザイン（現 Ｊトラスト株式会社）社外取締役 
2019年6月 株式会社KeyHolder取締役会長（現任）
2020年3月 同社取締役会長

2020年6月
株式会社プロスペクト（現 Ｊトラスト株式会社）社外取締役
株式会社プロスペクト・エナジー・マネジメント(現 Jグランド株式会社）代表取締役社長

2020年7月 株式会社プロスペクト（現 Ｊトラスト株式会社）代表取締役会長CEO

2020年10月 同社代表取締役社長　最高執行役員（現任）

株式会社プロスペクト（現 Jトラスト株式会社）取締役会長

2022年3月 エイチ・エス証券（現 Jトラストグローバル証券）株式会社　取締役会長（現任）
2022年5月 株式会社クリア　取締役会長（現任）

2023年6月 株式会社グローベルス　取締役会長（現任）

大株主の状況
所有株式数 割合

（千株）

NLHD株式会社 32,120 27.52%
藤澤　信義 10,952 9.38%
KSD-KB 6,232 5.34%
株式会社エスファイナンス 2,890 2.48%
KOREA
SECURITIES DEPOSITORY-SHINHAN INVESTMENT 2,873 2.46%
野村證券株式会社 2,315 1.98%
ジャパンポケット株式会社 2,266 1.94%
株式会社ミライノベート 1,500 1.29%
日本証券金融株式会社 1,267 1.09%
松浦　一夫 1,173 1.00%
計 63,589 54.48%
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ニュース&トピックス
西京カード株式会社の株式取得（子会社化）に関して発表

2023年8月28日

Jトラスト株式会社は、西京カード株式会社の株式取得（子会社化）に関して発表した。

（リリースへのリンクはこちら）

同社は、西京カード株式会社（以下、西京カード）の全株式取得を決定し、株式譲渡契約を締結した。

株式譲受の経緯・理由

株式会社西京銀行の100％子会社である西京カードは、エステティックサロンや医療機関向けのクレジットに特化した

割賦事業を行っている。一方、同社グループでは、同社子会社Nexus Card株式会社において割賦事業を行っており、

2023年にメンズ脱毛業界シェア1位のメンズクリアとの割賦取扱を本格稼働したことなどにより取扱高が急拡大してい

る。同社は割賦事業の急成長に伴い、Nexus Card株式会社の受付審査体制及び内部管理体制の強化が急務と考えてい

る。今般、これらに強みを有する西京カードを同社グループに迎え入れることで、両者間での知見・人材・システム

機能をはじめとした経営資源の共有・最適分配を実現し、国内金融事業の新たな成長ドライバーとして割賦事業の更

なる発展が期待できると考えている。

なお、西京カードは2023年10月2日付でMIRAI株式会社へ社名変更予定である。

株式取得の概要

株式取得の相手先：株式会社西京銀行

取得株式数：1,200株（持株比率100%）

取得価額：西京カードの普通株式137百万円、アドバイザリー費用（概算）3百万円、合計（概算）140百万円

株式譲渡契約締結日：2023年8月25日

株式譲渡実行日：2023年10月2日（予定）

本件が同社の2023年12月期業績に与える影響は現在精査中であり、今後公表すべき事項が生じた場合には開示予定で

ある。

2023年12月期通期業績予想の上方修正発表

2023年8月8日

Jトラスト株式会社は、2023年12月期通期業績予想の上方修正に関して発表した。

（リリースへのリンクはこちら）

同社は、2023年8月8日、通期業績予想を上方修正した。修正後の営業収益は118,000百万円（期初予想比3,000百万円

増、前期比43.2％増）、営業利益が10,500百万円（同2,000百万円増、同27.1％減）、税引前利益が12,500百万円（同

3,500百万円増、同26.4％減）、親会社の所有者に帰属する当期利益は16,500百万円（同3,500百万円増、同30.6％

増）である。同社は、各セグメントにおいて、期初予想に比べ業績が順調に推移しているとし、今後も拡大が見込める

ため上方修正を行った。

東南アジア事業においては、銀行業の貸出残高が約2,000億円を超えたうえ、貸出金利の引き上げ効果により、利息収

益が期初予想を上回っている。韓国及びモンゴル金融事業においては、貯蓄銀行事業において、預金金利の上昇による

収益悪化を想定していたが、懸念したほどの損失とはなっていないとした。日本金融事業においては、Nexus Cardの

割賦売掛金残高が拡大しているほか、債権回収が期初想定以上に進捗しているとした。

なお、当第1四半期会計期間において負ののれん発生益（ミライノベートの吸収合併に伴う）を計上したことに加え、

当第2四半期会計期間においては繰延税金負債の取り崩し（Nexus Bankの合併完了（2023年4月1日付）に伴う）が親会

社の所有者に帰属する当期利益に加算される予定である。

https://media.jt-corp.co.jp/wp/wp-content/uploads/2023/08/26010916/2023082501.pdf
https://media.jt-corp.co.jp/wp/wp-content/uploads/2023/08/09020048/2023080801.pdf
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連結子会社の吸収合併及び特定子会社の異動に関して発表

2023年2月14日

Jトラスト株式会社は、連結子会社の吸収合併及び特定子会社の異動に関して発表した。

（リリースへのリンクはこちら）

同社は、2023年2月14日、連結子会社Nexus Bank株式会社を吸収合併することを決議した。合併の効力発生日は2023

年4月1日（予定）である。本合併の実施に伴い、2023年12月期第2四半期連結業績において、繰延税金負債取崩し益を

計上する見通しである（金額は精査中）。

https://media.jt-corp.co.jp/wp/wp-content/uploads/2023/02/15011629/2023021403.pdf
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企業概要
企業正式名称

Jトラスト株式会社

代表電話番号

03-4330-9100

設立年月日

1977年3月18日

IR Email

ir@jt-corp.co.jp

本社所在地

〒150-6007 東京都渋谷区恵比寿四丁目20番3号　恵比寿ガーデ

ンプレイスタワー7階

上場市場

東証スタンダード

上場年月日

1998年9月8日

決算月

12月
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株式会社シェアードリサーチについて
株式会社シェアードリサーチは今までにない画期的な形で日本企業の基本データや分析レポートのプラットフォーム提供を目指していま

す。さらに、徹底した分析のもとに顧客企業のレポートを掲載し随時更新しています。

連絡先

企業正式名称

株式会社シェアードリサーチ／Shared Research Inc.

住所

東京都千代田区神田猿楽町2丁目6-10

HP

https://sharedresearch.jp

TEL

+81 (0)3 5834-8787

Email

info@sharedresearch.jp

ディスクレーマー
本レポートは、情報提供のみを目的としております。投資に関する意見や判断を提供するものでも、投資の勧誘や推奨を意図したもので

もありません。SR Inc.は、本レポートに記載されたデータの信憑性や解釈については、明示された場合と黙示の場合の両方につき、一切

の保証を行わないものとします。SR Inc.は本レポートの使用により発生した損害について一切の責任を負いません。本レポートの著作

権、ならびに本レポートとその他Shared Researchレポートの派生品の作成および利用についての権利は、SR Inc.に帰属します。本レポー

トは、個人目的の使用においては複製および修正が許されていますが、配布・転送その他の利用は本レポートの著作権侵害に該当し、固

く禁じられています。SR Inc.の役員および従業員は、SR Inc.の調査レポートで対象としている企業の発行する有価証券に関して何らかの

取引を行っており、または将来行う可能性があります。そのため、SR Inc.の役員および従業員は、該当企業に対し、本レポートの客観性

に影響を与えうる利害を有する可能性があることにご留意ください。

金融商品取引法に基づく表示：本レポートの対象となる企業への投資または同企業が発行する有価証券への投資についての判断につなが

る意見が本レポートに含まれている場合、その意見は、同企業からSR Inc.への対価の支払と引き換えに盛り込まれたものであるか、同企

業とSR Inc.の間に存在する当該対価の受け取りについての約束に基づいたものです。

https://sharedresearch.jp/
tel:+81 (0)3 5834-8787
mailto:info@sharedresearch.jp

